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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月

売上高 (百万円) 42,313 38,431 43,791 44,479 43,494

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △782 △167 496 452 1,149

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(百万円) △902 164 598 △1,029 550

包括利益 (百万円) △1,905 △276 1,267 △1,836 709

純資産額 (百万円) 10,068 9,880 11,462 9,602 9,813

総資産額 (百万円) 25,944 27,409 29,851 29,288 27,519

１株当たり純資産額 (円) 1,065.36 1,090.12 1,222.86 1,042.02 1,077.26

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △99.07 18.14 67.16 △114.77 61.02

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.4 35.3 36.6 32.0 35.7

自己資本利益率 (％) △8.5 1.7 5.8 △10.1 5.7

株価収益率 (倍) ― 15.4 9.5 ― 6.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 27 1,105 1,289 1,547 2,173

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,061 △1,058 △1,160 △2,323 △1,235

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △573 775 141 1,123 △1,619

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 3,598 4,381 4,660 4,937 4,326

従業員数
(ほか、平均臨時従業員数)

(名)
3,298 3,306 3,583 3,734 3,608
(584) (622) (642) (698) (592)

 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第66期、第67期及び第69期は潜在株式が存在しないため記

載しておりません。また、第65期及び第68期は１株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２ 第65期及び第68期の株価収益率については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。

５　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)等を第68期の期首から

適用しており、第67期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等と

なっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月

売上高 (百万円) 25,627 22,311 25,420 25,738 25,887

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △479 559 140 756 1,276

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △1,640 △158 510 △818 376

資本金 (百万円) 3,137 3,137 3,137 3,137 3,137

発行済株式総数 (株) 9,127,338 9,127,338 9,127,338 9,127,338 9,127,338

純資産額 (百万円) 4,909 4,749 5,247 4,162 4,560

総資産額 (百万円) 16,650 17,543 18,219 18,414 17,989

１株当たり純資産額 (円) 538.96 534.38 586.74 462.67 500.72

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

 

(円)
― ― 4.00 ― 10.00
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △180.11 △17.44 57.25 △91.29 41.73

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.5 27.1 28.8 22.6 25.4

自己資本利益率 (％) △28.0 △3.3 10.2 △17.4 8.6

株価収益率 (倍) ― ― 11.1 ― 8.8

配当性向 (％) ― ― 7.0 ― 24.0

従業員数
(ほか、平均臨時従業員数)

(名)
279 280 307 314 315
(87) (88) (100) (109) (117)

株主総利回り (％) 68.0 68.7 157.4 130.5 94.3

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (89.2) (102.3) (118.5) (112.5) (101.9)

最高株価 (円) 458 291 660 742 909

最低株価 (円) 242 207 249 285 330
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第67期及び第69期は潜在株式が存在しないため記載してお

りません。また、第65期、第66期及び第68期は１株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２ 第65期、第66期及び第68期における株価収益率及び配当性向は、１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。

５　最高株価及び最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

６　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)等を第68期の期首から

適用しており、第67期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等と

なっております。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

  3/108



 

２ 【沿革】

年月 概要

1952年３月 東邦カーボン製造所(後の株式会社レイホー製作所)の販売部門を母体として日邦産業株式会社を設立
し、株式会社日立製作所化学製品の特約店となり各種炭素製品の販売を開始する。(本店：大阪市北
区、大阪営業所：大阪市西区)

1953年３月 電気部品、絶縁材料の販売を開始する。

1961年７月 名古屋営業所を開設する。

1963年４月
 

株式会社日立製作所の化学製品事業部が分離独立して日立化成工業株式会社(現、日立化成株式会社)と
なるに及び、同社の特約店となる。

1963年４月 プラスチック電材・機械部品の研究開発を行い、ジュラコン・機械部品の販売を開始する。

1965年10月 吹田市に新社屋を建設し、本社を移転する。

1967年２月 日立金属株式会社の特約店となり、磁鋼及びマグネット応用品の販売を開始する。

1967年２月 名古屋営業所内に開発技術部を設置し、自社商品開発に着手する。

1968年１月 株式会社本田技術研究所の営業展開を図るため、東京営業所を開設する。

1968年７月 プラスチック成形工場を一宮市に開設する。

1969年４月
 

日立化成工業株式会社(現、日立化成株式会社)の粉末冶金製品部門が分離独立して日立粉末冶金株式会
社(現、日立化成株式会社)となるに及び、同社の特約店となる。

1969年10月 アミューズメント事業に着手し、バッテリーカーの製造販売を開始する。

1977年４月 合成樹脂再生加工会社として、愛知県名古屋市に、コーポリマー化工株式会社(現、日邦メカトロニク
ス株式会社)を設立する。

1980年２月 オランダフィレット社(後のLANTOR B.V.)の日本総代理店となりコアマットの国内販売を開始する。

1980年５月 東北地方の市場開拓を行う為、東北営業所を開設する。

1982年４月 プラスチックマグネットの製造販売を開始する。

1982年４月 新素材利用によるFRP開発に着手し、カーゴトラック機器事業を開始する。

1984年４月 金沢出張所を営業所に昇格し、北陸営業所とする。

1987年11月 台北に支店を開設し、海外事業の拡大を図る。

1987年11月
 

ユーザーの海外シフトとニーズに対応し、海外生産拠点として、バンコクにNIPPO MECHATRONICS PARTS
(THAILAND)CO.,LTD.(現、NIPPO MECHATRONICS(THAILAND)CO.,LTD.)(現地法人)を設立する。

1988年４月 OA機器用ワンウェイクラッチ、ヒストルクローラーを開発し、製造販売を開始する。

1990年６月 シンガポールに支店を開設し、東南アジアにおける二番目の拠点とする。

1991年11月 店頭登録銘柄として社団法人日本証券業協会に登録される。

1993年２月
 

海外第二の生産拠点として、マレーシアにNIPPO MECHATRONICS PARTS(MALAYSIA)SDN.BHD.(現、NIPPO
MECHATRONICS(M)SDN.BHD.)(現地法人)を設立する。

1995年６月 海外第三の生産拠点として、タイ国コラートにNK MECHATRONICS CO.,LTD.(現地法人)を設立する。

1996年２月 中国本土への拡販を図り、香港にNIPPO(HONG KONG)LTD.(現地法人)を設立する。

2002年１月 海外第四の生産拠点として、中国・深圳にNIPPO(HONG KONG)LTD.深圳工場の操業を開始する。

2002年２月
 

フレキシブルプリント配線板の加工会社として、バンコクにNIPPO C&D CO.,LTD.(後にNIPPO
MECHATRONICS(THAILAND)CO.,LTD.へ吸収合併)を設立する。

2002年10月
 

海外第五の生産拠点として、ベトナム・ハノイにNIPPO MECHATRONICS(VIETNAM)CO.,LTD.(現地法人)を
設立する。

2003年11月 海外ユーザーへの販売拠点として、上海にNIPPO(SHANG HAI)LTD.(現地法人)を設立する。

2004年８月 2004年８月遊園地等の企画・設計・施工並びに遊具の販売会社として、日邦アミューズメント株式会社
を設立する。

2004年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場する。

2005年12月 一般募集及び第三者割当による新株式の発行を実施する。

2006年２月 選択と集中による事業アイデンティティの再構築の為、日邦アミューズメント株式会社の全株式を売却
する。

2006年３月 稲沢市に生産・開発拠点として稲沢事業所を開設する。

2008年７月 金属加工部品の内製化を推進する為、株式会社京都映工社(現、日邦メカトロニクス株式会社)の全株式
を取得し、子会社とする。

2008年10月 半導体製造関連治具の製作販売を推進する為、株式会社岸田製作所(現、日邦メタルテック株式会社)の
全株式を取得し、子会社とする。

2008年12月 大型プラスチック成形品の製造・販売を推進する為、NIメカトロニクス株式会社(現、日邦メカトロニ
クス株式会社)を設立し、三協化学工業株式会社の主要な事業を譲り受ける。

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に株式を
上場する。

2010年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各取引所の統合
に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に株式を上場する。

2011年12月 富優技研股份有限公司を関連会社化する。
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年月 概要

2012年６月 海外第七の生産拠点として、インドネシア・ブカシにPT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIA(現地法人)を
設立する。

2012年７月 中国・深圳に日邦精密工業(深圳)有限公司(現地法人)を設立する。

2013年１月 埼玉県羽生市に営業・生産拠点として埼玉事業所を開設する。

2013年３月 当社の海外連結子会社に対する事務、営業及び開発支援サービスの提供を目的として、タイ・バンコク
に地域統括会社NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO.,LTD.(現地法人)を設立する。

2013年４月 京都営業所を開設する。

2013年７月 大阪証券取引所の現物市場の東京証券取引所への統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタン
ダード)に株式を上場する。

2014年１月 タイ国における自動車関連部品の生産拠点を集約することを目的に、NIPPO MECHATRONICS(THAILAND)
CO.,LTD.(現地法人)の新工場を建設する。

2014年３月 富優技研股份有限公司の株式の一部売却により、持分法適用関連会社から除外する。

2014年４月 メキシコに株式会社富士プレスとの合弁会社FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.を設立する。

2015年３月 株式会社京都映工社とNTメカトロニクス株式会社を合併し、日邦メカトロニクス株式会社を設立する。

2015年10月 プラスチック成形品の製造・販売を推進するため、広島市に日邦メカトロニクス広島株式会社を設立
し、新神戸プラテックス株式会社 広島製造所の主要な資産を譲り受ける。

2016年６月 取締役会の監督機能とコーポレート・ガバナンスを強化するため、監査等委員会設置会社に移行する。

2018年７月 愛知県名古屋市に本社を移転するとともに名古屋支店を開設する。

2019年７月 メキシコに設立したFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.(現地法人)を100%出資子会社に変更する。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社と連結子会社14社（国内３社、海外11社）により構成され、産業資材全般の販売、プラスチッ

ク成形品の製造販売を主な内容とする事業活動を展開しております。

当社グループは、マーケット別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「エレクトロニクス」、「モビリティ」及び「医療・精密機器」３つを報

告セグメントとしております。

なお、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務

諸表等 （１） 連結財務諸表　注記事項　セグメント情報等　セグメント情報」の「３　報告セグメントの変更等に関

する事項」をご参照ください。

 
エレクトロニクス・・・ 電子部品及び住宅設備の関連メーカーに対して、専門商社として、またファブレスメーカー

として、高機能材料、加工部品、治具及び機器等を国内外で販売しております。

(主要な関係会社) 当社及び連結子会社４社
 

モビリティ・・・ 自動車メーカー及び自動車部品メーカーに対して、電子制御関連部品を核とした樹脂成形品

及び同組立品を国内外で製造及び販売しております。

(主要な関係会社) 当社及び連結子会社９社
 

医療・精密機器・・・ オフィスオートメーション、デジタルイメージング、医療機器等の関連メーカーに対して、

樹脂成形品の製造及び販売を国内外で展開しております。

(主要な関係会社) 当社及び連結子会社６社
 

その他・・・ 報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内関係会社の研磨用キャリア事業等

を含んでおります。

(主要な関係会社) 当社及び連結子会社２社
 

 

 

事業別セグメントを構成する主要な関係会社については、以下の事業系統図をご参照ください。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

静岡県磐田市
百万円

50 モビリティ 100.00

当社は、成形部品、合成樹脂等を販売
し、アッセンブル機能ユニット部品を
購入しております。
当社は、当該会社に対しリース債務の
債務保証を行っております。

 
日邦メカトロニクス株式会社

日邦メタルテック株式会社 沖縄県うるま市
百万円

50 その他 100.00

当社は、成形部品、合成樹脂等を販売
し、アッセンブル機能ユニット部品を
購入しております。
当社は、当該会社に対しリース債務の
債務保証を行っております。

日邦メカトロニクス広島
株式会社

 
広島市安芸区

百万円

45 モビリティ 100.00

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。
当社は、当該会社に対し貸付を行って
おります。

当社は、当該会社に対しリース債務の
債務保証を行っております。

NIPPO MECHATRONICS
(THAILAND)CO.,LTD.

(注3)

(注5)

タイ
千バーツ

250,000
モビリティ
エレクトロニクス

99.98
当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。

NK MECHATRONICS CO.,LTD.

(注2)

(注3)

 

タイ
千バーツ

150,000
医療・精密機器
モビリティ

99.98
(99.98)

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。

当社は、当該会社に対しリース債務の
債務保証を行っております。

NIPPO GLOBAL MANAGEMENT
CO.,LTD.

(注3)
タイ

千バーツ

480,000 その他 100.00
当社と当該会社との連携の下で、関係
会社に対し事務及び営業支援を行って
おります。

NIPPO MECHATRONICS(M)
SDN.BHD.

(注2)

(注3)

マレーシア
千リンギット

15,000 モビリティ
99.98

(99.98)

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。
当社は、当該会社に対し割賦債務の債
務保証を行っております。

NIPPO MECHATRONICS
(VIETNAM)CO.,LTD.

(注2)

(注3)

ベトナム
千米ドル

10,000
医療・精密機器
エレクトロニクス
モビリティ

99.98
(99.98)

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。
当社は、当該会社に対し貸付を行って
おります。

NIPPO METAL TECH PHILS.,
INC.

(注2)
フィリピン

千米ドル

1,189 医療・精密機器
100.00
(17.12)

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。

当社は、当該会社に対し割賦債務の債
務保証を行っております。

PT. NIPPO MECHATRONICS
INDONESIA

(注2)

(注3)

インドネシア
千ルピア

93,678,415 モビリティ
100.00
(21.36)

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。

FNA MECHATRONICS MEXICO
S.A. de C.V.

　　　　　　　　　　(注3)
メキシコ

千米ドル
17,677 モビリティ 100.00

当社は、成形部品、金型、合成樹脂等
を販売し、アッセンブル機能ユニット
部品を購入しております。
当社は、当該会社に対し貸付を行って
おります。

当社は、当該会社に対し割賦債務の債
務保証を行っております。
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

NIPPO(HONG KONG)LTD.

(注3)
中国

千香港ドル

159,659
エレクトロニクス
医療・精密機器

100.00

当社は、成形部品、合成樹脂等を販売
し、アッセンブル機能ユニット部品を
購入しております。
当社は、当該会社に対し貸付を行って
おります。

NIPPO(SHANG HAI)LTD.

(注2)
中国

千人民元

4,138
エレクトロニクス
モビリティ
医療・精密機器

100.00
(100.00)

当社は、電気・電子材料、部品を販売
しております。

日邦精密工業(深圳)
有限公司

(注2)
中国

千人民元

7,508 医療・精密機器
100.00

(100.00)

当社は、成形部品、合成樹脂等を販売
し、アッセンブル機能ユニット部品を
購入しております。

 　
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３ 特定子会社であります。

４ 上記子会社はいずれも有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社ではありません。

５ NIPPO MECHATRONICS(THAILAND)CO.,LTD. については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (１) 売上高 6,196百万円

 (２) 経常利益 407百万円

 (３) 当期純利益 348百万円

 (４) 純資産額 3,081百万円

 (５) 総資産額 5,209百万円
 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

  8/108



 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2020年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

エレクトロニクス
117
(10)

モビリティ
1,506
(359)

医療・精密機器
1,837
(199)

その他
90

(11)

全社(共通)
58

(13)

合計
3,608
(592)

 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 全社(共通)は、人事及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

2020年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

315 (117) 37.6 10.7 5,177,871
 

　

セグメントの名称 従業員数(名)

エレクトロニクス
81
(7)

モビリティ
164
(93)

医療・精密機器
8

(-)

その他
15
(3)

全社(共通)
47

(14)

合計
315

(117)
 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 全社(共通)は、人事及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループのNIPPO MECHATRONICS(THAILAND)CO.,LTD.には、労働組合「NIPPO MECHATRONICS (THAILAND)

UNION」が組織されており、NATIONAL CONGRESS PRIVATE INDUSTRIAL OF EMPLOYEEに属し、組合員数は193名で構

成されております。また、NIPPO MECHATRONICS(VIETNAM)CO.,LTD.には、「Labor Union of Nippo Mechatronics

(Vietnam)Co., Ltd.」が組織されており、組合員数は1,147名で構成されております。

提出会社及び他の連結子会社については労働組合はありませんが、労使関係について特に記載すべき事項はあ

りません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（1）会社の経営の基本方針

当社グループは、三方一両得の精神に基づき、「異色ある価値を提供し、世界をリードするお客様のモノづく

りを支えること」を当社の存在目的として、「社員の存在を強みとする、ユニークで地域に根差したグローバル

企業」への変革に挑戦していくことを経営方針としております。

 
（2）目標とする経営指標

当社グループは、本業の利益である「連結営業利益」と、株主資本効率を示す「連結株主資本利益率（ROE）」

の２つに加え、次期「中期経営計画2022」より、安定した資金調達を継続していくために「DEレシオ」を重要な

経営指標として定め、公表した目標値を目指すことで、中長期的な企業価値を高めてまいります。

2017年度を初年度とする「中期経営計画2019」では、３ヵ年の累計営業利益を19.5億円以上、2019年度末時点

のROEを3.5%以上と目標に定め取組んでまいりました。

なお、2020年度を初年度とする「中期経営計画2022」の目標値につきましては、新型コロナウイルス感染症に

よる受注の減少、収束時期並びに収束後の経済・受注の回復状況及びサプライチェーンの変化の状況が読み切れ

ないことから未定とさせていただきます。今後、これらの算定が可能となった時点で速やかに開示させていただ

きます。

 
（3）中長期的な会社の経営戦略

当社グループの中長期的な会社の経営戦略は、モビリティ市場・エレクトロニクス市場・医療機器市場を成長

領域と定め、「成長領域への事業リバランス」及び、安定した収益を計上するための「強みづくり」と「高収益

体質」への転換活動に注力しております。

2020年度を初年度とする向こう３ヵ年の「中期経営計画2022」では、差別化技術とコスト競争力を磨き、現行

のビジネスモデルの応用と改善を図りつつ、新規パートナーとの事業提携により、新たなビジネスモデルの構築

に挑戦することを基本方針として、次の実行戦略を遂行していきます。

① 現ビジネスモデルの強化（差別化技術の強化、製造コスト競争力の強化、スリット加工事業の拡大）

② 現ビジネスモデルの応用（新しい事業領域の開拓）

③ 現ビジネスモデルの改善（業務プロセスとITシステムの改善）

④ 新ビジネスモデルの開発（新規パートナーとの事業提携）

 
（4）会社の対処すべき課題

当連結会計年度は「中期経営計画2019」の方針として掲げた「事業の選択と捨象」をやりきることと、将来の

経営基盤を強化するための「強みづくり」の活動に集中し、実直な受注活動と改善活動を進めてまいりました。

対処すべき今後の課題は、新型コロナウイルス感染症の影響による受注減少に備えた「経費の縮減活動」とあ

わせて、向こう３ヵ年の対処すべき課題として策定した「中期経営計画2022」の実行戦略を遂行しながら、新型

コロナウイルス感染症の収束後における各事業領域の構造的変化、特にサプライチェーンの変化を見定めて、当

該実行戦略の追加、優先順位の変更を柔軟に行ってまいります。
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２ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項でも、投資判断、あるいは当社グルー

プの事業活動を理解するうえで重要と考えられる事項について、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載

しております。

なお、本項の文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
（1）品質保証のリスクについて

当社グループは、品質不良によるリスクを最小限に抑えるべく、品質管理体制の強化とあわせ、品質管理には

万全を期しておりますが、当社グループの商品・製品に販売後の不具合が発生した場合、当該不良の内容によっ

ては、販売先で発生したリコール費用等について、応分の賠償請求を受ける可能性があり、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

 
（2）競合によるリスクについて

当社グループは、事業を展開する多くの市場において競合他社との激しい価格競争にさらされております。お

客様の視点で考え、お客様に良質で最適な製品とサービスを提供するために、スピードと柔軟性をもって活動を

行っておりますが、競合他社との価格競争による市場価格の変動が当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。

 
（3）特定の業界への依存について

当社グループは自動車業界及び電子部品業界を中心に取引を行っております。これに成長領域と定めた医療機

器業界を加え、依存する業界の分散化に努めておりますが、取引規模が大きい自動車メーカー及び電子部品メー

カー全般の生産動向及び販売動向によって、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
（4）特定の仕入先への依存について

当社グループは、日立化成株式会社とビジネスパートナー契約を締結し、電気・電子材料、部品等の仕入を

行っております。当社グループの総仕入高に占める日立化成株式会社からの仕入高の割合が高くなっておりま

す。長年に亘る取引の中で深い信頼関係があり、継続性について問題は無いと考えておりますが、日立化成株式

会社の事業環境や方針の変更等により、製品供給の停止や終了、商流の変更などが発生した場合は、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

 
（5）原材料価格の変動について

当社グループが生産・販売を行うプラスチック成形品の原材料（プラスチック樹脂材料）について、各原材料

メーカーと供給量や価格設定等の協議・取決めにより、可能な限りの安定調達の確保に努めておりますが、プラ

スチック樹脂材料のもととなる原油価格が急激に上昇し、当社グループ仕切価格の上昇に即応した販売ができな

かった場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
（6）固定資産の減損に関するリスクについて

当社グループが保有する固定資産について、資産の収益性低下等により投資額の回収が見込めなくなる可能性

があります。これに伴い「固定資産の減損に係る会計基準」に規定される減損損失を認識するに至った場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
（7）自然災害等のリスクについて

当社グループは、モビリティ及び精密機器等においてプラスチック成形・組立等を行う工場を有しておりま

す。これらの建物や設備のいずれかが地震、台風等の大規模災害により壊滅的な損害を被った場合、事業継続プ

ランの策定等により被害を最小に抑えるよう備えておりますが、操業が中断し生産及び出荷が遅延することによ

り売上高は低下し、さらに製造拠点等の修復又は代替のために巨額な費用を要することとなり、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。
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（8）為替変動リスクについて

当社グループは、外貨建の資産及び負債を有しております。また、在外連結子会社の財務諸表は、外貨で作成

されております。これらを連結財務諸表へ取り込むに当たり、大きな為替相場の変動により日本円換算額に影響

を与える可能性があります。このため、必要に応じた為替予約等の対策を講じております。

 
（9）法的規制について

当社グループは国内外で事業展開を行っているため、各国の法的規制の適用を受けております。また、将来に

おいて現在予期し得ない法的規制等が設けられる可能性があります。専門家とも相談の上、これらの法的規制等

への対応に努めてまいりますが、遵守できなかった場合、当社グループの事業活動が制限される可能性があり、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
（10）国際情勢等の影響に伴うリスクについて

当社グループは、東南アジア、中国、メキシコで事業を展開しており、それらの事業は予期せぬ法令の変更、

自然災害、疾病、戦争、テロ、ストライキ等に影響されやすく、これらの事象が発生した地域においては、原材

料や部品の購入、生産、製品の販売及び物流やサービスの提供などに遅延や停止が生じる可能性があります。こ

れらの遅延や停止が起こり、それが長引くようであれば、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

 
（11）新型コロナウイルス感染症のリスクについて

新型コロナウイルス感染症の収束に時間がかかり、また収束後における経済の回復状況やサプライチェーンの

変化により、取引製品の需要の減少や消滅等が発生した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。「経費の縮減活動」と「中期経営計画2022の実行戦略」の遂行を実直に進めつつ、新型コロナウイル

ス感染症の収束後の状況に応じて、必要な施策を追加してまいります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
　① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業を中心に輸出や生産活動に弱さがみられたものの、雇用・所得環

境の改善が進み、穏やかな回復が続く中で推移しました。一方の世界経済は、米中通商問題や英国のＥＵ離脱の影

響など、先行きが不透明な状況が続く中で推移しました。

このような状況のもと、当社グループは「中期経営計画2019」の方針として掲げた「事業の選択と捨象」をやり

きることと、将来の経営基盤を強化するための「強みづくり」の活動に集中し、実直な受注活動と改善活動を進め

てまいりました。

なお、当連結会計年度における新型コロナウイルス感染症の感染拡大による業績への影響は軽微であります。

この結果、当連結会計年度の売上高は43,494百万円（前期比2.2％減）、営業利益は1,274百万円（前期比97.1％

増）、経常利益は1,149百万円（前期比154.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は、メキシコ工場の事業用

資産の一部を減損処理したことにより、550百万円（前期は1,029百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）とな

りました。

 
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、当連結会計年度の

比較・分析は、変更後のセグメント区分に基づいております。

 
エレクトロニクス

電子部品及び住宅設備の関連メーカーに対して、専門商社として、またファブレスメーカーとして、高機能材

料、加工部品、治具及び機器等を国内外で販売しております。

当該事業の業績は、スマートフォン関連の需要低迷が続き、電子部品メーカー向けの高機能材料の受注が減少

しましたが、顧客の製品開発の段階から関与してきた燃料電池関連部材の受注、石膏鋳造などの試作受注とベト

ナム工場のフィルム加工事業の受注が増加した影響を受ける中で推移しました。

この結果、当連結会計年度における当セグメントの売上高は17,611百万円（前期比5.9％減）、セグメント利益

は994百万円（前期比6.2％増）となりました。

 
モビリティ

自動車メーカー及び自動車部品メーカーに対して、電子制御関連部品を核とした樹脂成形品及び同組立品を国

内外で製造・販売しております。

当該事業の業績は、アセアン主力工場及び稲沢工場の巻線関連部品の受注が堅調に推移したことにあわせ、前

連結会計年度に行った固定資産の減損処理による減価償却費の負担軽減の影響を受ける中で推移しました。

この結果、当連結会計年度における当セグメントの売上高は18,303百万円（前期比5.3％増）、セグメント利益

は931百万円（前期比617.7％増）となりました。

 
医療・精密機器

オフィスオートメーション、デジタルイメージング、医療機器等の関連メーカーに対して、樹脂成形品の製造

及び販売を国内外で展開しております。

当該事業の業績は、プリンター関連部品の受注が減少したこととあわせ、医療機器関連部品の受注も減少した

ことの影響を受ける中で推移しました。

この結果、当連結会計年度における当セグメントの売上高は6,896百万円（前期比11.0％減）、セグメント利益

は156百万円（前期比57.7％減）となりました。
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その他

報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内関係会社の研磨用キャリア事業等を含んでおりま

す。

当該事業の業績は、研磨用キャリアの受注は堅調に推移しましたが、金型事業の減収影響を受ける中で推移し

ました。

この結果、当連結会計年度における当セグメントの売上高は903百万円（前期比1.8％減）、セグメント利益は

114百万円（前期比22.2％減）となりました。

 

　② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて611百

万円の減少となり4,326百万円となりました。

 

当連結会計年度における区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動により増加した資金は、2,173百万円（前期は1,547百万円の増加）となりま

した。

これは仕入債務の減少により185百万円減少したものの、税金等調整前当期純利益が811百万円となり、減価償

却費により1,389百万円、減損損失により414百万円増加したことなどが主な要因となっております。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動により減少した資金は、1,235百万円（前期は2,323百万円の減少）となりま

した。

これは事業譲渡による収入により487百万円増加したものの、有形固定資産の取得による支出により1,894百万

円減少したことなどが主な要因となっております。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動により減少した資金は、1,619百万円（前期は1,123百万円の増加）となりま

した。

これはセール・アンド・割賦バックによる収入により919百万円増加したものの、長期借入金の返済による支出

により1,437百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出により526百万円、リース債務の

返済による支出により425百万円減少したことなどが主な要因となっております。
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　③ 生産、受注及び販売の状況

  a. 生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

(百万円)

前期比(％)

モビリティ 13,544 8.8

医療・精密機器 5,146 △16.2

その他 673 3.3

合計 19,364 0.7
 

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

  b. 受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

エレクトロニクス 17,510 △6.8 1,409 △6.7

モビリティ 18,380 4.2 1,161 9.1

医療・精密機器 6,848 △11.2 391 △10.7

その他 704 0.8 31 △1.2

合計 43,443 △3.1 2,994 △1.7
 

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間取引については相殺消去しております。

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

  c. 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

(百万円)

前期比(％)

エレクトロニクス 17,611 △5.9

モビリティ 18,282 5.3

医療・精密機器 6,895 △10.6

その他 704 1.8

合計 43,494 △2.2
 

(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。なお、前

連結会計年度は、当該割合が10％未満のため、記載を省略しております。

相手先

前連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

株式会社デンソー ― ― 5,563 12.8
 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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 (2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
① 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績の分析については、「第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ① 財政状態及び経営成績の状況」をご参照くださ

い。

 
② 経営成績に重要な影響を与える要因について

詳細につきましては、「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」に記載しております。

 
③ 財政状態の分析

（流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて755百万円減少し14,609百万円となりました。これは電子記録債権が

807百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が847百万円、現金及び預金が611百万円減少したことなどが主な

要因となっております。

 

（固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,012百万円減少し12,910百万円となりました。これは連結子会社であ

るFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.の金属プレス事業を事業譲渡した影響もあり、機械装置及び運搬具

（純額）が740百万円、建物及び構築物（純額）が159百万円減少したことなどが主な要因となっております。

 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて1,768百万円減少し27,519百万円となりました。

 

（流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて251百万円減少し11,996百万円となりました。これは短期借入金が243

百万円減少したことなどが主な要因となっております。

 

（固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1,727百万円減少し5,710百万円となりました。これは割賦債務の増加

等により、その他固定負債が685百万円増加したものの、連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de

C.V.の金属プレス事業を事業譲渡した影響もあり、長期借入金が2,370百万円減少したことなどが主な要因となっ

ております。

 
この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて1,979百万円減少し17,706百万円となりました。

 

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて210百万円増加し9,813百万円となりました。これは資本剰余金が751百万

円減少したものの、親会社株主に帰属する当期純利益550百万円を計上し、為替換算調整勘定が374百万円増加し

たことなどが主な要因となっております。

 
この結果、自己資本比率は前連結会計年度末より3.7ポイント増加の35.7％となりました。

 

④ キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」をご参照くださ

い。
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⑤ 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、営業活動から得られる自己資金及び金融機関からの借入を資金の源泉としております。設備投

資に伴う長期的な資金需要については、金融機関からの長期借入やリース・割賦契約による調達などを活用して対

応しております。運転資金など短期の資金需要については、製品製造のための原材料費や労務費及び製造経費をは

じめ、販売費及び一般管理費の支払いがこれにあたり、自己資金及び短期借入を活用して対応しております。

なお、当連結会計年度末において、複数の金融機関との間で合計2,250百万円のコミットメントライン契約を締結

しております（借入実行残高1,371百万円、借入未実行残高878百万円）。

また、当連結会計年度末における有利子負債残高は、6,624百万円と前連結会計年度末に比べ、1,834百万円減少

しております。

 
⑥ 経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、2017年度を初年度とする「中期経営計画2019」において、３ヵ年の累計連結営業利益を19.5億

円、2019年度末時点のROEを3.5％以上と目標に定め取り組んでまいりました。当連結会計年度終了時点における

３ヵ年の連結累計営業利益は24億円、当連結会計年度終了時点のROEは5.7％といずれも目標を達成することができ

ました。

 
⑦ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、当社グループは決算日における資産・負債の金額、並びに報告

期間における収益・費用の金額のうち、見積りが必要となる事項につきましては、過去の実績・現在の状況を勘案

して可能な限り正確な見積りを行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これら見積

りと異なる場合があります。連結財務諸表に与える影響が大きいと考えられる項目・事象は以下のとおりでありま

す。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等 （１） 連結財務諸表　注記事項　追加情報　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上

の見積り」に記載のとおりであります。

ａ．繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えられる部分に

対して評価性引当額を計上しています。回収可能性の判断においては、一時差異等の解消見込年度及び繰越欠

損金の法定繰越可能期間等を考慮した将来の課税所得見込額と実行可能なタックス・プランニングを考慮し

て、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税金資産を計上しています。

課税所得は、経営計画の前提となった数値を、経営環境等の外部要因に関する情報や当社グループが用いて

いる内部の情報（売上高の達成状況など）と整合的に修正し見積もっております。

将来の課税所得見込額はその時の業績等により変動するため、課税所得の見積に影響を与える要因が発生し

た場合は、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重

要な影響を与える可能性があります。

ｂ．退職給付債務及び退職給付費用

退職給付債務及び退職給付費用は、数理計算で設定される退職給付債務の割引率、将来の給与水準、退職

率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び年金資産の長期期待運用収益率などに基づいて計算して

います。割引率は、従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の安全性の高い長期債利回りを参考に決定し、

また、年金資産の長期期待運用収益率は、過去の運用実績及び将来見通し等を基礎として設定しています。

当該見積及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連

結会計年度以降の連結財務諸表において認識する退職給付に係る負債及び退職給付費用の金額に重要な影響を

与える可能性があります。
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ｃ．減損会計における将来キャッシュ・フロー

減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは、経

営計画の前提となった数値を、経営環境などの外部要因に関する情報や当社グループが用いている内部の情報

と整合的に修正し、資産グループの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮し見積もっております。経営

計画の見積期間を超える期間の将来キャッシュ・フローは、経営計画の前提となった数値に、それまでの計画

に基づく趨勢を踏まえた一定又は逓減する成長率の仮定をおいて見積もっております。

当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌

連結会計年度以降の連結財務諸表において追加の減損損失（特別損失）が発生する可能性があります。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2019年１月７日開催の取締役会において、当社連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de

C.V.のプレス事業を譲渡することについて決議を行い、同日付けで2019年７月１日に同事業を譲渡する契約を締結

いたしました。なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１） 連結財務諸表 注記事

項 企業結合等関係 事業分離」をご参照ください。

 

５ 【研究開発活動】

当社グループは、材料・部品・ユニット機器等の多岐に亘る取引があり、各事業活動を通じて各業界における多

くの情報と、様々なお客様のニーズに関する情報が集まる環境があります。お客様のニーズに応えるための商材の

開発や、自社の差別化技術の強化や製造コスト競争力の強化のための技術開発、自社企画商品の開発及びマーケッ

ト開発など、当社グループ内のリソース及び第３者のリソースを活用しこれらの開発活動を行っております。

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は2百万円であります。

 

セグメントの研究開発活動を示しますと、次のとおりであります。

その他

次の事業として複数のアイテム開発を中心に研究開発活動を実施しており、当連結会計年度の研究開発費は2百

万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強などを目的とした設備投資を実施しております。

当連結会計年度の設備投資の総額は2,188百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおり

であります。

 

(1) エレクトロニクス

当連結会計年度の主な設備投資は、顧客ニーズへの対応を目的に建物附属設備の修繕維持等により総額50百万円

の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

(2) モビリティ

当連結会計年度の主な設備投資は、顧客ニーズへの対応を目的に生産工場建設及び生産設備の増強としてプラス

チック射出成形機・金型等を中心とする総額1,810百万円の投資を実施しました。

なお、当連結会計年度において、次の主要な設備を事業譲渡しております。

会社名 所在地 設備の内容 事業譲渡時期
帳簿価額
(百万円)

FNA MECHATRONICS

MEXICO S.A. de C.V.
メキシコ 金属プレス加工設備等 2019年７月 1,429

 

 
(3) 医療・精密機器

当連結会計年度の主な設備投資は、顧客ニーズへの対応を目的に機械装置及び運搬具の設備増強等を中心とする

総額293百万円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

(4) その他

当連結会計年度の主な設備投資は、顧客ニーズへの対応を目的に機械装置及び運搬具の修繕維持等により総額33

百万円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2020年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
名称

土地 建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具、器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

従業
員数
(名)

面積
(㎡)

金額
(百万円)

稲沢事業所
(愛知県稲沢市)

(注4)
 

エレクトロニクス
モビリティ
医療・精密機器
その他

(1,746.21)
28,443.26

287 665 177 48 1,179
171
[100]

賃貸不動産
(広島市安芸区)

その他 7,166.20 230 24 ― 8 263 ―
 

(注) １ 各資産の金額は帳簿価額であります。(ただし、建設仮勘定は含まれておりません。)

２ ( )は連結会社以外からの賃借中の面積であり内数であります。

３ [ ]は臨時従業員数であり、外書であります。

４ 設備の内容はプラスチック成形品製造設備であります。

５ 賃貸不動産については、日邦メカトロニクス広島株式会社（連結子会社）に賃貸しております。

６ 上記の他の主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

事業所名
(所在地)

セグメント名称 設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

稲沢事業所
(愛知県稲沢市)

モビリティ
プラスチック成形品製造
設備等

５年 54 91
 

　

(2) 国内子会社

2020年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
名称

土地 建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具、器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

従業
員数
(名)

面積
(㎡)

金額
(百万円)

日邦メタルテック㈱
(沖縄県うるま市 他)(注4)

その他
(4,524.00)
4,524.00

― 21 39 16 76
75
[8]

日邦メカトロニクス㈱
(静岡県磐田市)    (注5)

モビリティ
(3,691.00)
3,691.00

― 69 35 13 117
44
[14]

 

(注) １ 各資産の金額は帳簿価額であります。(ただし、建設仮勘定は含まれておりません。)

２ ( )は連結会社以外からの賃借中の面積であり内数であります。

３ [ ]は臨時従業員数であり、外書であります。

４ 設備の内容は半導体関連設備であります。

５　設備の内容はプラスチック成形品製造設備であります。
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(3) 在外子会社

2020年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
名称

土地 建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具、器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

従業
員数
(名)

面積
(㎡)

金額
(百万円)

NIPPO MECHATRONICS
(THAILAND)CO.,LTD.
(タイ国バンコク)

(注4)

モビリティ
エレクトロニクス

133,712.00 573 852 499 11 1,936
405
[226]

NK MECHATRONICS
CO.,LTD.
(タイ国コラート)

(注4)

医療・精密機器
モビリティ

120,000.00 227 1,153 464 11 1,857
793
[195]

NIPPO MECHATRONICS
(M)SDN.BHD.
(マレーシア国
マンティン)

(注4)

モビリティ
(42,535.00)
42,535.00

66 185 252 19 524
188
[2]

PT.NIPPO
MECHATRONICS
INDONESIA
(インドネシア国
ブカシ)

(注4)

モビリティ 13,410.00 224 230 193 57 706 268

NIPPO MECHATRONICS
(VIETNAM)CO.,LTD.
(ベトナム国ハノイ)

(注4)

医療・精密機器
エレクトロニクス
モビリティ

(29,990.00)
29,990.00

46 733 236 4 1,020
1,185
[12]

NIPPO METAL TECH
PHILS.,INC.
(フィリピン国
カランバ)

(注4)

医療・精密機器
(4,536.00)
4,536.00

― 46 51 2 100 81

FNA　MECHATRONICS
MEXICO S.A. de C.V.
(メキシコ合衆国
サン・ルイス・ポト
シ)

(注4)

モビリティ 33,254.12 98 960 381 16 1,456 173

 

(注) １ 各資産の金額は帳簿価額であります。(ただし、建設仮勘定は含まれておりません。)

２ ( )は連結会社以外からの賃借中の面積であり内数であります。

３ [ ]は臨時従業員数であり、外書であります。

４ 設備の内容はプラスチック成形品製造設備であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。

　

(3) 重要な設備計画の完了

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2020年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,127,338 9,127,338
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。

計 9,127,338 9,127,338 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2016年６月25日(注) ─ 9,127,338 ─ 3,137 △440 1,522

2017年６月23日(注) ─ 9,127,338 ─ 3,137 △158 1,363

2019年６月24日(注) ─ 9,127,338 ─ 3,137 △344 1,019
 

(注) 資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

2020年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 23 27 15 2 1,958 2,030 ―

所有株式数
(単元)

― 7,212 1,218 23,122 11,897 10 47,768 91,227 4,638

所有株式数
の割合(％)

― 7.90 1.34 25.35 13.04 0.01 52.36 100.00 ―
 

(注) １ 自己株式19,113株は、「個人その他」の欄に191単元、「単元未満株式の状況」に13株含まれております。

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が55単元含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

2020年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

フリージア・マクロス株式会社 東京都千代田区神田東松下町17番地 1,796 19.73

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL SECTOR
SUBPORTFOLIO)
(常任代理人株式会社三菱ＵＦＪ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON, MA
02210 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

723 7.95

日邦産業社員持株会 愛知県稲沢市祖父江町島本堤外１ 650 7.14

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 274 3.01

大　塚　眞　治 愛知県一宮市 233 2.56

INTERACTIVE BROKERS LLC
ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,
CONNECTICUT 06830 USA

232 2.56

田 中 喜 佐 夫 大阪府吹田市 224 2.47

株式会社富士プレス 愛知県大府市北崎町井田118 221 2.43

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 216 2.38

黄　　聖　博 東京都江戸川区 179 1.97

計 ― 4,753 52.19
 

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 23/108



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 19,100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,103,600
 

91,036 ―

単元未満株式 普通株式 4,638
 

― ―

発行済株式総数 9,127,338 ― ―

総株主の議決権 ― 91,036 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,500株(議決権55個)含まれておりま

す。

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式13株が含まれております。

３ 単元株式数は100株であります。

 

② 【自己株式等】

2020年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日邦産業株式会社

愛知県名古屋市中区錦一丁
目10番１号

19,100 ― 19,100 0.21

計 ― 19,100 ― 19,100 0.21
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 100 0

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注) 当期間における取得自己株式には2020年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他
 （―）

─ ─ ─ ─

保有自己株式数 19,113 ─ 19,113 ―
 

(注) 2020年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、持続的な成長を定量目標におき、これにあわせて増配していくことを株主還元の基本としつつ、配当利回

り、配当性向並びに、企業力の更なる向上に必要となる内部留保の充実などを総合的に勘案して利益配分案を決定し

ています。

また、当社は期末において年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定

機関は、株主総会であります。なお、当社は「取締役会の決議によって毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

こうした方針のもと、当期の配当金につきましては、１株につき10円といたしました。

なお、次期の期末配当金につきましては、当社連結及び個別の財務状況を勘案した上で決定してまいりますが、現

時点では未定とさせていただきます。

 

（注） 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
（円）

2020年６月24日
定時株主総会決議

91 10
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「私たちは、異色ある価値創造企業として、ものづくりで世界をリードするお客様に、良質で最適な

製品・サービスを提供し続けます。」「私たちは、すべてのステークホルダーを大切にし、社員の存在を強みと

する地域に根差したグローバル企業を目指します。」という経営方針の実現に向けて、経営の健全性、効率性及

び透明性を高めるため、経営の意思決定及び業務執行が適法・的確に行われ、監査が適法・適正に行われる企業

統治体制を整備してまいります。

 
② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、コーポレートガバナンスを「株主に代わって、経営の適法性や効率性をチェックする仕組み」である

と捉え、最も適した仕組みとして、株主総会、取締役会、監査等委員会、代表取締役及び会計監査人を設置し、

取締役の職務執行の監督及び監査の体制を整備しております。また、「内部統制システムに関する基本的な考え

方」「内部統制システムの推進体制」をまとめ、当社及び当社の関係会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要な体制の整備を図っております。

なお、取締役会は、原則として２ヵ月に１回以上開催し、経営上重要な事項については、常勤取締役（監査等

委員長を含む）で構成された経営戦略会議において、事前に十分な審議を行ったうえで、取締役会に上申してお

ります。

また、監査等委員会は、監査等委員５名（常勤監査等委員１名、社外取締役である監査等委員４名）からな

り、原則として２ヵ月に１回以上開催し、経営上の重要な事項、監査等委員監査及び内部監査の結果並びに会計

監査人による監査結果等について、協議、決議を行っております。

当該体制は、コーポレートガバナンスの更なる強化に十分な体制であると確信しております。このため、現状

のコーポレートガバナンスの体制を採用しております。
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当社の企業統治の体制の模式図は以下のとおりであります。

③ 企業統治に関するその他の事項

（内部統制システムに関する基本的な考え方）

当社は、2019年２月20日に開催した取締役会において、会社法第362条及び会社法施行規則第100条に基づき、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他当社及び当社の関係会社から

成る企業集団（以下、総称して「日邦グループ」という。）の業務の適正を確保するために必要な体制の整備に

関して、次のとおり決議いたしました。

ａ. 取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a) コンプライアンスに関する基本的方針として「コンプライアンス宣言」及び「行動憲章」を採択し、業務

遂行上遵守すべき規範として「コンプライアンス規程」等を制定し、取締役を筆頭にして、これらを実践

することとした。

(b) 取締役会は、「取締役会規則」を定め、各取締役の職務執行を監督し、監査等委員会は、「監査等委員会

規則」を定め、取締役の職務執行について監査することとした。

(c) コンプライアンス推進体制の構築、社内通報制度、内部監査等を通じて、取締役の法令及び定款の遵守の

徹底を図る体制を構築した。
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ｂ. 取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 法令等、及び社内諸規定に従い、株主総会、取締役会及び監査等委員会の議事録その他重要文書を保存、

管理し、法令により閲覧に供し開示する。

(b) 企業秘密情報については、「企業秘密管理規程」を定め、管理責任者を置き、同情報への、内・外部から

のアクセスを防止し、漏洩を完封する。

(c) 「個人情報管理規程」及び「特定個人情報管理規程」を定め、個人情報等も同様に保護する。

 

ｃ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制　

(a) 取締役会の下に「内部統制推進本部」を設置し、常に損失の危険を予知する体制を整備し、損失危機に適

切かつ迅速に対応する。同推進本部長にはコーポレート本部長があたる。

(b) 損失の危機を管理するため「リスク管理基本規程」を制定し、個別のリスク毎に管理マニュアルを作成

し、リスクの発生を未然に防止するとともに、発生したリスクへの的確な対応、速やかな回復を図る。

(c) 取締役会は、内部統制システムを整備し、各取締役の損失危険管理への対応・運用状況につき監督、監視

及び検証する。

 
ｄ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 経営方針、その他の取締役会規則に定める重要事項等の審議は、常勤取締役と監査等委員長から成る「経

営戦略会議」で行い、そこで内定したものをたたき台として、最終的に「取締役会」で決定する。

(b) 当社において、「役員の職務執行等に関する規則」、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」により、取

締役の各業務執行にかかる責任を明確にし、各取締役にそれぞれ定められた業務を信義誠実にして忠実に

行わせる。

(c) 当社の常勤取締役は「取締役会」「経営戦略会議」「経営協議会」に、非常勤取締役は「取締役会」「拡

大経営協議会」に出席し、取締役は職務の執行状況を相互に監督し、監査等委員も取締役の職務を監査す

る。

 
ｅ. 執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a) 前記ａの「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制」中の、「取締役」の定めを「執行

役員及び使用人」に読み代えるものとする体制の整備が完了している。

(b) 業務規程としては次のものが定められている。

イ 内部監査規程

ロ 経理規程

ハ 予算管理規程

ニ 原価計算規程

ホ 与信管理規程

ヘ 外貨借入為替リスク管理規程

ト 個人情報管理規程

チ 特定個人情報管理規程

リ 稟議規程

ヌ 規程管理規程

ル 有価証券取扱規程

ヲ 文書管理規程

ワ 印章管理規程

カ 業務車両管理規程

ヨ 発明・考案等取扱規程

タ 安全保障輸出管理規程

レ 品質マネジメント基本規程

ソ 環境マネジメント基本規程

(c) 「就業規則」等を完備し、執行役員及び使用人に就業規則に定める服務規律を遵守させている。
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ｆ. 日邦グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a) 「関係会社管理規程」、「管理職制度規程」及び「当社子会社間の取引に関する基準規程等」を定め、子

会社の取締役、監査役及び使用人を管理し、当社が直接子会社取締役等に対し指示命令をする体制を整備

している。

(b) 当社の監査等委員及び内部監査室が子会社の監査をそれぞれ定期的に行う体制を整備している。

 

ｇ. 監査等委員の職務を補助する使用人について

監査等委員の職務を補助するための使用人は、監査等委員が補助使用人を必要とするときには、これを置く

ものとする。その補助使用人は、取締役から独立していることが担保されるものとする。

 

ｈ. 取締役、執行役員及び使用人が監査等委員に報告をするための体制、その他の監査等委員への報告に関する

体制

(a) 取締役会には全監査等委員が出席し、経営戦略会議、経営協議会等当社の重要会議には監査等委員長が出

席し、取締役はこれらの重要会議において職務執行状況につきこれらを監査等委員に対し報告する。

(b) 社内通報制度による通報情報は、速やかに全てが監査等委員に報告される。

 
ｉ. その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 内部監査室は、監査等委員に対し、内部監査計画及び内部監査結果について、定期的に報告し、かつこれ

らを共有する。

(b) 監査等委員監査の有効性を確保するため、「監査等委員会規則」を定め、取締役、執行役員及び社員並び

に子会社の取締役、監査役及び使用人から当社監査等委員への報告を確実に実施させる。

(c) 子会社の取締役及び使用人は、当該子会社の監査役から当該子会社の業務執行に関する事項について報告

を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

(d) 内部通報のみならず、監査等委員に報告を行った日邦グループの取締役、監査役及び使用人は、当該報告

をしたことを理由として不利な取扱いを受けることはない。

(e) 当社は、監査等委員が、その職務の執行について費用の前払い等の請求をした場合は、速やかに当該費用

の支払いを行う。但し、その支出の必要性と必要額について、後日コーポレート本部のチェックを受ける

ことがある。

 
（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況）

当社は、社会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与える反社会的勢力との一切の関係を排除することを基本

方針としており、コンプライアンス規程等にその旨を定めております。

また、対応統括部署をコーポレート本部業務支援部とし、顧問弁護士、所轄警察及び企業防衛対策協議会等の

外部機関と連携し、反社会的勢力による企業活動への関与や当該勢力による被害を防止する体制を整備するとと

もに、コンプライアンスガイドブックをもって社員教育をすすめております。
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④ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査等委員で

ある社外取締役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、

当該契約に基づく責任の限度額は、100万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額

とする旨の契約を締結しております。

これは、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査等委員である取締役が職務を遂行するにあた

り、その能力を十分に発揮し、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 
⑤ 取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）

及び監査等委員である取締役（監査等委員であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。

 
⑥ 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は７名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨

を定款で定めております。

 
⑦ 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を、取

締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として行うことができる旨を定款に定めております。

 
⑧ 自己株式取得の取締役会の決議制度の内容

当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の

決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 
⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって行う旨定款に定めております。

 
⑩ 取締役の選任要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権の行使をすることができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

 
⑪ 会社の支配に関する基本方針

ａ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社取締役会は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊

重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式

の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

但し、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性がある等、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えています。
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ｂ．基本方針の実現に資する特別な取組み

（a）企業価値向上への取組み

当社は、商社事業と樹脂成形事業を祖業として、商社事業は、「異色性のある協力メーカーとのネット

ワークづくり」と「社員に対する技術その他の教育」に取り組んでおります。樹脂成形事業は、全自動・半

自動ラインの導入を進めております。

今後の当社における企業価値向上への取組みは、商社事業においては、「異色性のある協力メーカーとの

ネットワークづくり」と「社員に対する技術その他の教育」を通じた具体的なアウトプットを積み重ねてい

くこと、樹脂成形事業においては、赤字が継続しているメキシコ工場の量産を軌道に乗せて黒字転換を図る

こと並びに、全自動・半自動ラインの導入を通じて取得したコア技術のグループ企業への横展開となりま

す。

 
（b）コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、株主総会、取締役会、監査等委員会、代表取締役及び会計監査人を設置し、取締役の職務執行の

監督及び監査の体制を整備しております。監査等委員会は、監査等委員５名（常勤監査等委員１名、社外取

締役である監査等委員４名）から構成されています。また、「内部統制システムに関する基本的な考え方」

「内部統制システムの推進体制」をまとめ、当社及び当社の関係会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要な体制の整備を図っております。

監査の体制として、当社は、社長の直轄部門として内部監査室を設置しており、定期・非定期的（臨時）

に社内業務の実施が会社規定等に正しく準拠しているか否かを調査し、当該監査の結果を社長及び監査等委

員長に報告するとともに、問題点の指摘及び改善勧告を被監査部門に実施しております。また、監査等委員

監査は、常勤取締役（監査等委員を除きます。）の業務執行の状況を監査するために取締役会等の重要会議

に出席し、また必要に応じて、常勤取締役（監査等委員を除きます。）、執行役員、管理職者及び社員に対

して監査を行っております。

 
ｃ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は、2019年４月23日開催の当社取締役会において、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策」

（以下、「本対応策」といいます。）を導入し、同年６月21日開催の当社第68期定時株主総会において、本対

応策を第69期定時株主総会終結の時まで継続することにつき、ご承認をいただきました。

本対応策は、株主の皆様が適切な判断をするための必要かつ十分な情報及び時間、並びに当社株式等の大規

模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保するため、大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべき

ルールを策定し、その遵守を求めるとともに、大規模買付行為を行おうとする者が本対応策を遵守しない場

合、及び大規模買付行為が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものであると判断される

場合の対抗措置を定めること等により、当社株式等の大規模買付行為によって、当社グループの企業価値ひい

ては株主共同の利益を損なわないようにするものです。

本対応策においては、金融商品取引法第27条の２第７項に定める特別関係者や同法第27条の23第５項に定め

る共同保有者等と併せて、株式等保有割合が20％以上となる当社株式等を取得等する行為を「大規模買付け

等」といい、かかる大規模買付け等を行う者を「買付者等」といいます。

当社は、買付者等に対し、大規模買付け等の実行に先立ち、意向表明書の提出を求め、さらに、①買付者等

及びそのグループの詳細、②大規模買付け等の目的、③大規模買付け等の対価の算定根拠、④大規模買付け等

の資金の裏付け、⑤大規模買付け等の後の経営方針及び事業計画等を含む必要情報の提示を求めます。

その後一定期間（必要情報の提供完了後、原則として、対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等を対象

とした公開買付けの場合は最大60日間、その他の大規模買付け等の場合は最大90日間）、当社取締役会は、必

要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等から提供された必要情報を、当社の企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討を行い、取締役会としての意見を買付者等に通知するととも

に、株主及び投資家の皆様に開示いたします。必要に応じて、大規模買付者と交渉したり、取締役会として株

主及び投資家の皆様へ代替案を提示したりすることもあります。
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 また、対抗措置の発動等にあたって、取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断及び対応の客観性、

合理性を確保するための機関として、社外取締役及び社外の有識者計３名から構成される独立委員会を設置

し、発動の是非について取締役会への勧告を行う仕組みとしています。独立委員会は、①買付者等が本対応策

に規定する手続を遵守しない場合は、特段の事情がある場合を除き、原則として対抗措置の発動を勧告し、②

買付者等が本対応策に規定する手続を遵守した場合は、原則として対抗措置の発動を行わないように勧告しま

すが、(i)高値で当社の株式等を当社若しくは当社関係者に買い取らせる目的（いわゆるグリーンメイラー）で

ある場合、(ii)当社を一時的に支配して当社グループの重要な資産等を買付者等グループに移転する目的であ

る場合、(iii)当社グループの資産を買付者等グループの債務の担保や弁済原資として流用する目的である場

合、(iv)当社を一時的に支配して、当社の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時的

な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける目的である場合、(v)

大規模買付け等の方法が、いわゆる強圧的二段階買収等の、事実上、株主の皆様に当社の株式等の売却を強要

するおそれがあると判断される場合、又は、(vi)買付者等による支配権の取得により、当社の株主、顧客及び

従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保若しくは向上を著しく

妨げるおそれがあると判断される場合等の、買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうもの

であると認められかつ対抗措置の発動が相当と判断される場合には、例外的に、対抗措置の発動を勧告する場

合があります。当社取締役会は、このような独立委員会による対抗措置の発動の是非に関する勧告を最大限尊

重した上で、企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、新株予約権の無償割当て等の対抗措置

の発動を行うことがあります。

さらに、当社取締役会が、買付者等による大規模買付け等の内容、株主総会の開催に要する時間等諸般の事

情を考慮の上、法令及び当社取締役の善管注意義務等に鑑みて、独立委員会に対する諮問に加え、株主の意思

を確認するために当社株主総会を開催することが実務上適切と判断した場合には、対抗措置の発動の是非につ

いて株主の皆様の意思を確認するため当社株主総会を招集します。

 
ｄ．上記の取組みが、基本方針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、かつ、会社役員の

地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由

本対応策は、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が2008年６月30

日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東京証券取引所が2015年６月１日に

公表し、2018年６月１日に改訂を行った「コーポレートガバナンス・コード」の「原則1-5.いわゆる買収防衛

策」その他の買収防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容となっており、高度の合理性を有するものです。

従って、当社取締役会は、本対応策が基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益等に合致するもので

あって、当社役員の地位の維持を目的とするものではないものと判断しております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性10名　女性2名　（役員のうち女性の比率16.7％）

役職名
氏名

（生年月日）
略歴、職名 任期

所有
株式数
(千株)

代表取締役社長
岩 佐 恭 知

（1959年２月26日）

1981年４月 当社入社

1986年４月 当社製造部門金型技術課長就任

2002年４月 当社商事部門海外営業部長就任

2008年９月 NIPPO(HONG KONG)LTD.董事長就任

2012年４月 当社業務執行役員(現、執行役員)就任

2013年４月 当社中華圏・海外商事統括就任

2013年６月 当社取締役就任

2014年４月 当社エレクトロニクス事業本部長就任

2016年４月 当社代表取締役社長就任(現任)

2019年６月 当社メカトロニクス本部長就任(現任)

（注）

２
119

取締役
コーポレート

本部長

三 上 仙 智
（1969年３月２日）

1991年４月 (株)INAX(現、(株)LIXIL)入社

2004年４月 当社入社

2006年４月 当社管理本部総務部マネージャー就任

2011年４月 当社経営企画部長就任

2013年４月 当社執行役員就任

2013年４月 当社コーポレート本部CSR統括部長就任

2016年４月 当社コーポレート本部長就任(現任)

2016年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
30

取締役
商事本部長

中　村 篤　志
（1969年11月10日）

1994年４月 当社入社

2011年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業１課長就任

2014年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業２部副部長就任

2015年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業２部長就任

2016年４月 当社執行役員就任

2016年４月 当社エレクトロニクス事業本部(現、商事本部)長就任(現任)

2019年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
10

取締役
田 中 喜佐夫

（1957年11月22日）

1983年８月 (株)レイホー製作所入社

1989年５月 同社取締役工場長就任

2001年９月 同社代表取締役社長就任(現任)

2005年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
238

取締役
後　藤　昌　弘

（1952年８月21日）

1979年４月 名古屋弁護士会(現、愛知県弁護士会)登録

福岡宗也法律事務所入所

1984年４月 後藤昌弘法律事務所(現、後藤昌弘特許法律事務所)開所

所長就任(現任)

1986年５月 弁理士登録

2020年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
―

取締役
内　藤　昭　治

（1957年９月４日）

1982年９月 等松・青木監査法人(現、有限責任監査法人トーマツ)入所

1985年３月 公認会計士登録

1989年１月 内藤公認会計士事務所開所 所長就任(現任)

1998年１月 海部建設(株)社外監査役就任(現任)

2001年10月 ITコーディネータ認定

2020年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
―
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役職名
氏名

（生年月日）
略歴、職名 任期

所有
株式数
(千株)

取締役
土　地　陽　子

（1964年10月３日）

1987年４月 (株)東京銀行(現、(株)三菱UFJ銀行)入行

1993年４月 同行財務開発部部長代理就任

1996年９月 世界銀行グループ入行

1998年９月 同行国際金融公社Investment Officer就任

2001年５月 トヨタモーターヨーロッパ(株)入社

2013年１月 同社General Manager,Investor Relations就任

2015年１月 同社General Manager,Global Treasury & Investor Relations

就任

2018年６月 トヨタ自動車(株)出向

同社経理部IRグループ主幹就任

2018年６月 大和日英基金理事就任(現任)

2018年11月 ソフトバンクグループ(株)入社

同社マネージングディレクター・財務統括IR部長就任

2020年２月 ソフトバンクグループインターナショナル(株)入社

同社マネージングパートナー就任(現任)

2020年６月 当社取締役就任(現任)

（注）

２
―

取締役
(監査等委員)

大　石　富　司
（1956年11月15日）

1979年４月 当社入社

1998年４月 当社東京営業本部東北営業所長就任

2002年４月 当社商事部門自動車部品営業部長就任

2004年４月 当社自動車部品事業部長就任

2005年４月 当社業務執行役員(現、執行役員)就任

2012年４月 当社執行役員事業ユニット長就任

2014年４月 当社コーポレート本部品質保証統括部長就任

2016年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業企画部担当

2016年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

（注）

３
0

取締役
(監査等委員)

林     高 史
（1966年10月27日）

1991年10月 中央新光監査法人入所

1995年４月 公認会計士登録

1997年１月 (株)ジャフコ入社　ジャフココンサルティング(株)出向

2005年３月 林公認会計士事務所開設

2006年４月 林公認会計士事務所に「中国支援室」を開設

2006年７月 税理士登録

2008年９月 林公認会計士事務所をヴェリタスアカウンティングファームに

統合

2013年６月 当社監査役就任

2016年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

2016年10月 林公認会計士事務所をグラーティアコンサルティンググループへ

統合

2016年10月 グラーティアコンサルティンググループ林公認会計士事務所

代表パートナー就任(現任)

2017年１月 日本ホスピスホールディングス(株)　社外監査役就任(現任)

2018年10月 (株)Kips　取締役就任(現任)

2020年４月 グラーティア税理士法人設立　代表就任(現任)

（注）

３
27
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役職名
氏名

（生年月日）
略歴、職名 任期

所有
株式数
(千株)

取締役
(監査等委員)

梅　野　　　勉
（1951年３月６日）

1976年９月 本田技研工業(株)入社

1995年９月 同社ホンダオーストラリア 代表取締役社長就任

1998年６月 同社東アジア大洋州部長就任

2000年４月 フォルクスワーゲングループジャパン(株) 代表取締役副社長就任

2001年７月 同社代表取締役社長就任

Volkswagen(独) グループ最高経営メンバー就任

2005年５月 日本自動車輸入組合理事長就任

2008年２月 フォルクスワーゲングループジャパン(株) 代表取締役会長就任

2009年７月 M&C SAATCHI(株) Managing Partner就任

2010年６月 三井金属アクト(株) 社外取締役就任

2015年６月 (株)シモジマ 社外取締役就任(現任)

2020年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

（注）

３
―

取締役
(監査等委員)

池　田　桂　子
（1956年８月20日）

1983年４月 弁護士登録

1986年８月 池田法律事務所(現、池田総合法律事務所・池田特許事務所)開所

パートナー就任(現任)

2000年７月 弁理士登録

2017年４月 愛知県弁護士会会長就任

日本弁護士連合会副会長就任

2018年４月 中部弁護士会連合会理事長就任

2019年５月 カネ美食品(株) 社外取締役就任(現任)

2019年６月 中部日本放送(株) 社外取締役就任(現任)

2020年６月 東邦瓦斯(株) 社外監査役就任(現任)

2020年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

（注）

３
―

取締役
(監査等委員)

蒲　生　貞　一
（1957年３月31日）

1975年４月 名古屋国税局入局

2002年７月 名古屋国税局総務部総務課 課長補佐就任

2007年７月 名古屋国税不服審判所 国税副審判官就任

2012年７月 伊勢税務署長就任

2013年７月 名古屋国税局課税第二部 法人課税課長就任

2016年７月 名古屋国税局 徴収部長就任

2017年８月 税理士登録

蒲生貞一税理士事務所開所 所長就任(現任)

2020年４月 (株)丹羽由 社外監査役就任(現任)

2020年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

（注）

３
―

計 427
 

(注) １ 取締役 田中喜佐夫、後藤昌弘、内藤昭治、土地陽子、林高史、梅野勉、池田桂子及び蒲生貞一は、社外取締

役であります。

２ 2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2021年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３ 2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2022年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４ 所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載しております。なお、提出日

（2020年６月25日）現在における役員持株会の取得株式数を確認することができないため、2020年３月31日現

在の実質持株数を記載しております。

５ 監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

委員長　大石　富司、委員　林　高史、委員　梅野　勉、委員　池田　桂子、委員　蒲生　貞一
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名、監査等委員である社外取締役は４名であり、

重要な兼職の状況は次のとおりであります。

役員区分 氏名 重要な兼職の状況

社外取締役
（監査等委員である取締役を除く。）

田中 喜佐夫 株式会社レイホー製作所 代表取締役社長

社外取締役
（監査等委員である取締役を除く。）

後藤　昌弘 後藤昌弘法律事務所 所長

社外取締役
（監査等委員である取締役を除く。）

内藤　昭治
内藤公認会計士事務所 所長
海部建設株式会社 社外監査役

社外取締役
（監査等委員である取締役を除く。）

土地　陽子
大和日英基金 理事
ソフトバンクグループインターナショナル株式会社
マネージングパートナー

社外取締役（監査等委員） 林　　高史

グラーティアコンサルティンググループ事務所
林公認会計士事務所 代表パートナー
日本ホスピスホールディングス株式会社 社外監査役
株式会社Kips 取締役
グラーティア税理士法人 代表

社外取締役（監査等委員） 梅野　　勉 株式会社シモジマ 社外取締役

社外取締役（監査等委員） 池田　桂子

池田総合法律事務所・池田特許事務所 パートナー
カネ美食品株式会社 社外取締役
中部日本放送株式会社 社外取締役
東邦瓦斯株式会社 社外監査役

社外取締役（監査等委員） 蒲生　貞一
蒲生貞一税理士事務所 所長
株式会社丹羽由 社外監査役

 

 

（社外取締役の機能、役割及び考え方）

各々の経験と専門性に基づく幅広い見識等を生かした社外的観点からの助言・提言等の実施、取締役会の

意思決定及び業務執行の妥当性・適正性を確保する機能・役割を担っていただくことを目的に選任しており

ます。

社外取締役は相互に連携し、一般株主の利益に資することを常に考えてそれぞれの任務にあたっておりま

す。

 

（社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係）

社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、取締役会において、必要な情報収集を行い、経営者と

しての経験や専門的な見地から適宜質問を行い、意見交換を行うなど、連携を図っております。

監査等委員である社外取締役は、取締役会や監査等委員会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜

行っております。また、監査等委員監査においてはその独立性、中立性、専門性を十分に発揮し、監査を実施

するとともに、内部監査室、他の監査等委員及び会計監査人と連携を図り情報収集や意見交換を行っておりま

す。

 
（社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容）

当社は、社外取締役を選任するための基準又は方針はありませんが、選任にあたっては証券取引所が独立役

員の属性として規定している内容等を参考にしております。
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（提出先との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係並びに独立性に関する考え方）

当社と社外取締役（監査等委員である取締役を除く。） 田中喜佐夫の重要な兼職先である株式会社レイホー

製作所との間に産業資材の取引がありますが、当社との人的関係又は資本的関係、その他の利害関係はありま

せん。なお、当社と同社との取引高は軽微であります。

当社と社外取締役（監査等委員である取締役を除く。） 後藤昌弘の重要な兼職先との間に人的関係、資本的

関係又は取引関係、その他の利害関係はありません。

当社と社外取締役（監査等委員である取締役を除く。） 内藤昭治の重要な兼職先である内藤公認会計士事務

所との間に基幹系情報システムの更新に関する助言を求める委託契約取引がありますが、当社との人的関係又

は資本的関係、その他の利害関係はありません。

当社と社外取締役（監査等委員である取締役を除く。） 土地陽子の重要な兼職先との間に人的関係、資本的

関係又は取引関係、その他の利害関係はありません。

当社と監査等委員である社外取締役 林高史の重要な兼職先との間に人的関係、資本的関係又は取引関係、そ

の他の利害関係はありません。

当社と監査等委員である社外取締役 梅野勉の重要な兼職先との間に人的関係、資本的関係又は取引関係、そ

の他の利害関係はありません。

当社と監査等委員である社外取締役 池田桂子の重要な兼職先との間に人的関係、資本的関係又は取引関係、

その他の利害関係はありません。

当社と監査等委員である社外取締役 蒲生貞一の重要な兼職先との間に人的関係、資本的関係又は取引関係、

その他の利害関係はありません。

なお、当社は社外取締役 後藤昌弘、土地陽子、林高史、梅野勉、池田桂子及び蒲生貞一を株式会社東京証券

取引所の定める独立役員として、同取引所に届け出ております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査等委員会監査の状況

当社の監査等委員会は、監査等委員である常勤取締役１名、監査等委員である非常勤取締役３名（うち社外取

締役３名）の４名体制で構成しております。監査等委員は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務

執行の状況を監査するために取締役会等の重要会議へ出席し、また必要に応じて取締役（監査等委員である取締

役を除く。）、執行役員、管理職者及び社員に対して事業・業務等の監査を行っております。

社外取締役　林高史は公認会計士・税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

 
ａ．監査等委員会の開催頻度・個々の監査等委員の出席状況

氏名 役職 出席回数 出席率

大石　富司 監査等委員 ９回／９回 100％

林　高史 監査等委員(社外) ８回／９回 89％

川原井　勇 監査等委員(社外) ８回／９回 89％

高井　洋輔 監査等委員(社外) ９回／９回 100％
 

 
ｂ．監査等委員の活動状況

各監査等委員は、監査等委員でない取締役の職務執行について、監査等委員会の定める監査方針・計画

及び業務分担表に従い、監査を実施しており、必要に応じて取締役等に対して、業務執行に関する報告を

求めております。また監査等委員は、定期的に監査等委員会を実施し、他の監査等委員と連携してその職

務を遂行するとともに、会計監査人からは期初に監査計画の説明を受け、期中に適宜監査状況を聴取し、

期末に監査結果の報告を受けるなど、密接な連携を図っております。

 
ｃ．常勤監査等委員の活動状況

常勤監査等委員の活動としては、年間の監査計画に基づき、国内外を隔年で実地監査を行っておりま

す。2019年度は海外関連会社を中心に海外７社、国内１社を実地監査するとともに、取締役会や経営戦略

会議等の重要会議への出席及び会計監査人との情報交換等を実施しております。

 
ｄ．社外監査等委員の活動状況

社外監査等委員は、業務分担表に基づき、それぞれの専門的知見やバックグラウンドを活かす形で活動

するとともに、財務会計に関する監査が含まれる場合は、公認会計士の資格を有する監査等委員が、常勤

監査等委員と共に実地監査を実施しております。

また、取締役会などの重要会議では、独立役員の立場から意見を述べております。

 
ｅ．監査等委員会における検討事項・活動状況

監査等委員会において、監査方針や監査計画策定、監査報告書の作成、会計監査人の選任、会計監査人

の報酬、定時株主総会への付議議案内容の監査、常勤監査等委員選定、決算・配当等に関して審議をいた

しております。

 
ｆ．その他

当事業年度における喫緊のリスク問題として、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大による経営

への影響が挙げられます。監査等委員会は、これを重点監査項目として取り上げ、監視いたしました。リ

スク対策本部設置とその管理運用について、関係者から逐次報告を受け、対策の適切性について監視を

行っております。
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② 内部監査の状況

当社は、内部監査室長により構成された内部監査室を設置しております。内部監査室長は、監査計画を常勤監

査等委員並びに会計監査人に対し事前に通知するとともに、監査結果を定期的に報告し、監査状況の共有に努め

ております。また、常勤監査等委員及び内部監査室は会計監査人による監査へ必要に応じて同行する等、緊密に

連携をとり効率的な監査を実施しております。

 
③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

有限責任　あずさ監査法人

 

ｂ．継続監査期間

2008年３月期以降の13年間

 
ｃ．業務を執行した公認会計士

岩田　国良

稲垣　吉登

 
ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士試験合格者等３名、その他８名であります。

 
ｅ．監査法人の選定方針と理由

当社は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、当社の監査業務に重大な支障

をきたす事態、その他会計監査人が継続してその職責を全うするうえでの重大な疑義を抱く事象等が発生した

場合には、監査等委員会の同意を得て又はその請求に基づき、会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株

主総会に提案いたしております。

監査等委員会において、有限責任　あずさ監査法人に解任及び不再任に該当する事象がなかったため再任し

ております。

 
ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等

の実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況が適切であるかどうかについ

て必要な検証を行ったうえで、総合的に評価しております。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 39/108



 

④ 監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 31 ― 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 31 ― 31 ―
 

 
ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワーク（ＫＰＭＧメンバーファーム）に属する組織に対する報酬（ａ．を

除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― 3 ― 0

連結子会社 19 ― 19 ―

計 19 3 19 0
 

（前連結会計年度）

当社における非監査業務の内容は、移転価格文書の策定業務であります。

（当連結会計年度）

当社における非監査業務の内容は、移転価格文書の策定業務であります。

 
ｃ．その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

該当事項はありません。

 
ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいた

しております。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

現在、当社の役員報酬は、企業の持続的成長と優秀な人材の確保を目的として、業績及び企業価値向上の対価と

してインセンティブを含む役員報酬としております。

インセンティブの要素は、「当期業績と中期業績の向上を目的として実行する重要タスクの達成度と連動させた

金銭報酬」としております。

 
② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬
業績連動
報酬

退職慰労金

取締役
（監査等委員である取締役を除く。）

79 79 ― ― 5

（うち社外取締役） (3) (3) (―) (―) (1)

取締役（監査等委員） 19 19 ― ― 4

（うち社外取締役） (7) (7) (―) (―) (3)
 

（注）１ 当事業年度末現在の人数は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名（うち社外取締役１

名）、取締役（監査等委員）４名（うち社外取締役３名）であります。

２ 役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はありませんので記載を省略

しております。

３ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第65期定時株主総

会において年額２億５千万円以内（うち社外取締役分２千５百万円以内）と決議しております。なお、

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の定め

はありませんが、取締役（監査等委員である取締役を除く。）個々の報酬につきましては、取締役会の

協議によって定めております。

４ 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第65期定時株主総会において年額５千万

円以内と決議しております。なお、取締役（監査等委員）の報酬等の額又はその算定方法の決定に関す

る方針の定めはありませんが、取締役（監査等委員）個々の報酬につきましては、監査等委員会の協議

によって定めております。
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を純投資目的で

ある投資株式とし、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、中長期的な経済合理性をもって、個別株式を保有又は売却する判断を行うことを基本方針とし、そ

の結果を毎年開示することとしております。

また、保有する株式の議決権行使にあたっては、発行会社及び当社の企業価値への影響を踏まえて、議案へ

の賛否を判断します。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 4 1,261

非上場株式以外の株式 7 91
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 0 取引先持株会を通じた株式の取得
 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る
売却価額の合計額(百万円)

非上場株式 1 0

非上場株式以外の株式 3 124
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

㈱村田製作所

6,400 6,418
保有した目的は取引関係の強化等でした
が、コーポレートガバナンス・コードの
要請に基づき策定した当社保有方針に
沿って保有又は売却を判断しておりま
す。

無

35 35

立川ブラインド工業㈱

30,000 30,000

同上 無

32 35

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ

23,130 23,130

同上 無(注２)

9 12

リンナイ㈱

600 627

同上 無

4 4

㈱愛知銀行

1,309 1,309

同上 有

4 4

㈱日立製作所

1,100 1,100

同上 無

3 3

フランスベッドホールディングス㈱

2,900 2,900

同上 無

2 2

ローム㈱

― 11,500

同上 無

― 79
 

(注) １ 定量的な保有効果につきましては、記載が困難でありますが、いずれの特定投資株式も、保有方針に沿って中

長期的な経済合理性をもって、個別株式の保有又は売却を判断し、その結果を検証しております。

２ ㈱三菱UFJフィナンシャル・グループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である㈱三菱UFJ銀行、

三菱UFJ信託銀行㈱及び同社持分法適用会社である三菱UFJリース㈱は当社株式を保有しております。
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みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 
④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当社は特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2019年４月１日から2020年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2019年４月１日から2020年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※１  4,943 ※１  4,332

  受取手形及び売掛金 6,861 6,013

  電子記録債権 599 1,407

  商品及び製品 1,171 1,257

  仕掛品 421 338

  原材料及び貯蔵品 786 713

  未収入金 438 393

  その他 148 157

  貸倒引当金 △5 △4

  流動資産合計 15,365 14,609

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 9,452 9,767

    減価償却累計額 △4,318 △4,792

    建物及び構築物（純額） 5,134 4,975

   機械装置及び運搬具 9,884 9,776

    減価償却累計額 △6,748 △7,382

    機械装置及び運搬具（純額） 3,135 2,394

   工具、器具及び備品 806 965

    減価償却累計額 △591 △690

    工具、器具及び備品（純額） 215 275

   土地 ※１,※２  1,713 ※１,※２  1,798

   建設仮勘定 812 793

   有形固定資産合計 11,011 10,236

  無形固定資産   

   その他 115 115

   無形固定資産合計 115 115

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  1,483 ※１  1,353

   退職給付に係る資産 19 27

   繰延税金資産 8 10

   その他 1,305 1,179

   貸倒引当金 △20 △12

   投資その他の資産合計 2,795 2,558

  固定資産合計 13,922 12,910

 資産合計 29,288 27,519
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  7,318 ※１  7,178

  短期借入金 ※１,※３  1,876 ※１,※３  1,632

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  821 ※１  774

  リース債務 359 370

  未払法人税等 88 94

  賞与引当金 309 303

  その他 1,472 1,643

  流動負債合計 12,248 11,996

 固定負債   

  長期借入金 ※１  4,588 ※１  2,217

  リース債務 677 507

  繰延税金負債 458 432

  再評価に係る繰延税金負債 ※２  2 ※２  2

  環境対策引当金 11 －

  退職給付に係る負債 1,383 1,560

  資産除去債務 133 122

  その他 181 867

  固定負債合計 7,437 5,710

 負債合計 19,685 17,706

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,137 3,137

  資本剰余金 1,363 612

  利益剰余金 4,169 5,065

  自己株式 △39 △12

  株主資本合計 8,631 8,803

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 49 26

  土地再評価差額金 ※２  5 ※２  5

  為替換算調整勘定 681 1,056

  退職給付に係る調整累計額 5 △80

  その他の包括利益累計額合計 743 1,008

 非支配株主持分 228 1

 純資産合計 9,602 9,813

負債純資産合計 29,288 27,519
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

売上高 44,479 43,494

売上原価 38,985 37,330

売上総利益 5,493 6,164

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 1,819 1,915

 賞与引当金繰入額 240 363

 退職給付費用 102 93

 法定福利及び厚生費 385 392

 貸倒引当金繰入額 1 1

 地代家賃 215 230

 消耗品費 92 61

 通信費 33 34

 荷造運搬費 410 438

 車両費 106 97

 交通費 183 188

 租税公課 87 88

 減価償却費 186 186

 その他 ※３  980 ※３  798

 販売費及び一般管理費合計 4,847 4,889

営業利益 646 1,274

営業外収益   

 受取利息 22 17

 受取配当金 57 18

 スクラップ売却益 34 33

 貸倒引当金戻入額 7 7

 その他 57 55

 営業外収益合計 179 132

営業外費用   

 支払利息 195 216

 支払手数料 15 6

 電子記録債権売却損 12 12

 為替差損 115 1

 その他 36 19

 営業外費用合計 374 257

経常利益 452 1,149
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 ※１  8 ※１  9

 投資有価証券売却益 216 45

 事業譲渡益 － ※５  53

 その他 30 7

 特別利益合計 254 115

特別損失   

 固定資産処分損 ※２  5 ※２  7

 投資有価証券売却損 0 0

 減損損失 ※４  1,571 ※４  414

 事業整理損 ※６  123 ※６  31

 その他 39 －

 特別損失合計 1,739 453

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△1,032 811

法人税、住民税及び事業税 327 373

法人税等調整額 △41 △8

法人税等合計 286 364

当期純利益又は当期純損失（△） △1,318 446

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △289 △104

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△1,029 550
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △1,318 446

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △266 △23

 為替換算調整勘定 △256 371

 退職給付に係る調整額 5 △85

 その他の包括利益合計 ※１  △518 ※１  262

包括利益 △1,836 709

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △1,538 816

 非支配株主に係る包括利益 △298 △107
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,137 1,363 5,235 △53 9,683

当期変動額      

剰余金の配当   △36  △36

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △1,029  △1,029

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    13 13

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － △1,065 13 △1,052

当期末残高 3,137 1,363 4,169 △39 8,631
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 316 5 929 － 1,251 526 11,462

当期変動額        

剰余金の配当       △36

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
      △1,029

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       13

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△266  △247 5 △508 △298 △807

当期変動額合計 △266 － △247 5 △508 △298 △1,859

当期末残高 49 5 681 5 743 228 9,602
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 当連結会計年度(自 2019年４月１日　至 2020年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,137 1,363 4,169 △39 8,631

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純利益
  550  550

欠損填補  △344 344  －

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    27 27

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
 △406   △406

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △751 895 27 171

当期末残高 3,137 612 5,065 △12 8,803
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 49 5 681 5 743 228 9,602

当期変動額        

親会社株主に帰属する

当期純利益
      550

欠損填補       －

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       27

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
      △406

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△23  374 △85 265 △226 38

当期変動額合計 △23 － 374 △85 265 △226 210

当期末残高 26 5 1,056 △80 1,008 1 9,813
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△1,032 811

 減価償却費 1,704 1,389

 減損損失 1,571 414

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △8

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 116 73

 受取利息及び受取配当金 △80 △36

 支払利息 195 216

 支払手数料 15 6

 為替差損益（△は益） 141 △17

 固定資産処分損益（△は益） △2 △1

 売上債権の増減額（△は増加） 213 74

 たな卸資産の増減額（△は増加） 78 49

 仕入債務の増減額（△は減少） △691 △185

 投資有価証券売却損益（△は益） △216 △45

 事業譲渡損益（△は益） － △53

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △19 52

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 24 60

 その他 5 △15

 小計 2,016 2,785

 利息及び配当金の受取額 79 36

 利息の支払額 △162 △277

 法人税等の支払額 △386 △370

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,547 2,173

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △320 △0

 定期預金の払戻による収入 119 14

 有形固定資産の取得による支出 △2,429 △1,894

 有形固定資産の売却による収入 27 11

 無形固定資産の取得による支出 △66 △22

 投資有価証券の取得による支出 △3 △0

 投資有価証券の売却による収入 348 125

 投資有価証券の払戻による収入 － 31

 貸付けによる支出 △5 △0

 貸付金の回収による収入 5 4

 事業譲渡による収入 － ※２  487

 その他の支出 △32 △15

 その他の収入 33 23

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,323 △1,235
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 262 △192

 長期借入れによる収入 2,145 100

 長期借入金の返済による支出 △1,138 △1,437

 セール・アンド・リースバックによる収入 279 107

 セール・アンド・割賦バックによる収入 － 919

 リース債務の返済による支出 △351 △425

 割賦債務の返済による支出 △42 △215

 自己株式の売却による収入 23 61

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △36 △0

 手数料の支払額 △15 △6

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △526

 その他 △3 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,123 △1,619

現金及び現金同等物に係る換算差額 △69 70

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 277 △611

現金及び現金同等物の期首残高 4,660 4,937

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  4,937 ※１  4,326
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１  連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数             14社

連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

 
(2)　主要な非連結子会社の数      0社

 

２  持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数       0社

 

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社の事業年度末日は連結決算日と一致し、在外連結子会社の事業年度末日は12月末日であります。

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４ 会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 
② たな卸資産

ａ．商品

移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 ただし、一部の在外連結子会社は、先入先出法による原価法を採用しております。

ｂ．製品・仕掛品

総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 ただし、一部の在外連結子会社は、総平均法による低価法を採用しております。

ｃ．原材料

移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 ただし、一部の在外連結子会社は、先入先出法による原価法又は総平均法による低価法を採用しておりま

す。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用し、在外連結子会社は主

として定額法を採用しております。

 

　② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

を採用しております。

 
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

 
(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

 
② 賞与引当金

一部の在外連結子会社を除き、従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計

上しております。

 
(4) 退職給付に係る負債の計上基準

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

 
② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、主に各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。

 
③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上して

おります。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 56/108



 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日)

 
(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 
(2) 適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
・「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日)

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日)

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　2019年７月４日)

・「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日)

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日)

 
(1) 概要

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算

定に関する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法に関する

ガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の注記

事項が定められました。

 
(2) 適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　2020年３月31日)

 
(1) 概要

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すことを目

的とするものであります。

 
(2) 適用予定日

2021年３月期の年度末より適用予定であります。

 
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号　2020年３月31日)

 
(1) 概要

当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼ

すリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示するこ

とを目的とするものであります。

 
(2) 適用予定日

2021年３月期の年度末より適用予定であります。

 
(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の収束時期並びに、収束後における経済・受注の回復状況やサプラ

イチェーンの変化等を合理的に算定することが困難な状況であることから、2021年３月期の一定期間にわたり当該

影響が継続するとの仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

土地 3百万円 3百万円

投資有価証券 20百万円 16百万円

計 23百万円 19百万円
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

買掛金(極度額) 310百万円 310百万円

短期借入金 884百万円 761百万円

長期借入金 1,532百万円 1,055百万円

(うち長期借入金) (1,236百万円) (779百万円)

(うち１年内返済予定の長期借入金) (295百万円) (276百万円)
 

 

　　　上記の他、定期預金６百万円を営業取引保証のため担保に供しています。

 
※２  土地の再評価

土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する

法律(2001年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。

なお、評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(1999年３月31日公布法律第24

号)に基づき、当該再評価に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

 
再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(1991年法

律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

 
再評価を行った年月日 2002年３月31日

 

　

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△2百万円 1百万円
 

(注) 再評価前の帳簿価額は、過年度における内部利益消去後の連結上の簿価によっております。

 

※３　当社は、機動的かつ安定的な資金調達枠を確保するため取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,250百万円 2,250百万円

借入実行残高 1,591百万円 1,371百万円

差引額 658百万円 878百万円
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(連結損益計算書関係)

※１  固定資産売却益の内容

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 ―百万円

機械装置及び運搬具 6百万円 5百万円

工具、器具及び備品 1百万円 4百万円

 計 8百万円 9百万円
 

 

※２  固定資産処分損の内容

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 2百万円 5百万円

工具、器具及び備品 2百万円 1百万円

建設仮勘定 ―百万円 0百万円

その他 0百万円 0百万円

 計 5百万円 7百万円
 

 

※３  研究開発費の総額

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

一般管理費に含まれる研究開発費 33百万円 2百万円
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※４ 減損損失

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

事業用資産等

機械装置及び運搬具

愛知県稲沢市

1,083百万円

工具、器具及び備品 78百万円

建設仮勘定 157百万円

無形固定資産 33百万円

建物及び構築物

広島県広島市

4百万円

機械装置及び運搬具 20百万円

工具、器具及び備品 9百万円

無形固定資産 0百万円

建物及び構築物

メキシコ

1百万円

機械装置及び運搬具 158百万円

工具、器具及び備品 4百万円

建設仮勘定 19百万円
 

当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している管理会

計上の単位である事業グループで行っており、遊休資産については、個々の物件単位でグルーピングを行ってお

ります。

上記事業用資産等については継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が

各資産グループの帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

なお、愛知県稲沢市の事業用資産等の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定しております。

広島県広島市の事業用資産等の回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値に関しては零として

算定しております。

また、メキシコの事業用資産等の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、処分価額を基準として

おります。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 61/108



 

当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

事業用資産等

建物及び構築物

広島県広島市

2百万円

機械装置及び運搬具 8百万円

工具、器具及び備品 2百万円

無形固定資産 0百万円

建物及び構築物

メキシコ

160百万円

機械装置及び運搬具 92百万円

工具、器具及び備品 17百万円

建設仮勘定 114百万円

無形固定資産 16百万円
 

当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施している管理会

計上の単位である事業グループで行っており、遊休資産については、個々の物件単位でグルーピングを行ってお

ります。

上記事業用資産等については継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が

各資産グループの帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

なお、広島県広島市の事業用資産等の回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値に関しては零

として算定しております。

また、メキシコの事業用資産等の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、処分価額を基準として

おります。

 
※５ 事業譲渡益

     前連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.の自動車用プレス加工部品の製造事業をFUJI

ALCONIX Mexico S.A. de C.V.へ譲渡したことによるものであります。

 
※６ 事業整理損

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

当社子会社である日邦精密工業（深圳）有限公司の清算を決議したことに伴い、今後発生が見込まれる費用・

損失の合理的な見積額等であり、主に退職者の割増退職金であります。

 
当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

当社埼玉事業所の閉鎖を決議したことに伴い、今後発生が見込まれる費用・損失の合理的な見積額等であり、

主に退職者の割増退職金であります。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 △161百万円 18百万円

 組替調整額 △211百万円 △45百万円

   税効果調整前 △372百万円 △26百万円

   税効果額 106百万円 3百万円

 その他有価証券評価差額金 △266百万円 △23百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 △256百万円 371百万円

退職給付に係る調整額   

 当期発生額 5百万円 △62百万円

 組替調整額 ―百万円 △23百万円

   税効果調整前 5百万円 △85百万円

   税効果額 ―百万円 ―百万円

 退職給付に係る調整額 5百万円 △85百万円

その他の包括利益合計 △518百万円 262百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 9,127 ― ― 9,127
 

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 184 0 53 130
 

(注) 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、当社と信託口が一体であるとする会計処理に基

づき、野村信託銀行株式会社（日邦産業従業員持株会信託口）が所有する当社株式がそれぞれ、165千株、111

千株含まれております。

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 0千株
 

 
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

日邦産業社員持株会専用信託から社員持株会への売却による減少 53千株
 

 
３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 36 4.00 2018年３月31日 2018年６月25日
 

(注) 2018年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金０百万

円が含まれております。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 64/108



 

当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 9,127 ― ― 9,127
 

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 130 0 111 19
 

(注) 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、当社と信託口が一体であるとする会計処理に基

づき、野村信託銀行株式会社（日邦産業従業員持株会信託口）が所有する当社株式がそれぞれ、111千株、－

千株含まれております。

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 0千株
 

 
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

日邦産業社員持株会専用信託から社員持株会への売却による減少 111千株
 

 
３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91 10.00 2020年３月31日 2020年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

現金及び預金勘定 4,943百万円 4,332百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △6百万円 △6百万円

現金及び現金同等物 4,937百万円 4,326百万円
 

 

※２　現金及び現金同等物を対価とする事業の譲渡にかかる資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2019年４月１日　至　2020年３月31日)

当連結会計年度に行った金属プレス事業の譲渡により減少した資産及び負債の内容並びに事業の譲渡価額と事

業譲渡による収入は以下のとおりであります。

 
流動資産 55百万円

固定資産 1,427百万円

流動負債 △22百万円

固定負債 △1,029百万円

事業譲渡益 53百万円

その他 2百万円

　事業の譲渡対価 487百万円

現金及び現金同等物 ―百万円

　差引：事業譲渡による収入 487百万円
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(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、プラスチック成形品関連における機械装置及び工具器具備品等であります。

無形固定資産

該当事項はありません。

 
(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

 

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

１年内 87百万円 59百万円

１年超 118百万円 69百万円

  合計 205百万円 129百万円
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って

おります。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。なお、機動的かつ

安定的な資金調達枠を確保するため、貸出コミットメント契約を締結しております。

 
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価格が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 
２ 金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２をご参照下さ

い。）。

 
前連結会計年度(2019年３月31日)

(単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 4,943 4,943 ―

(2) 受取手形及び売掛金 6,861 6,861 ―

(3) 電子記録債権 599 599 ―

(4) 投資有価証券    

    その他有価証券 178 178 ―

資産計 12,583 12,583 ―

(1) 支払手形及び買掛金 7,318 7,318 ―

(2) 短期借入金 1,876 1,876 ―

(3) 長期借入金  （※） 5,410 5,388 △21

(4) リース債務  （※） 1,036 989 △47

負債計 15,642 15,573 △69
 

（※）流動負債、固定負債の合計額であります。
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当連結会計年度(2020年３月31日)

(単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 4,332 4,332 ―

(2) 受取手形及び売掛金 6,013 6,013 ―

(3) 電子記録債権 1,407 1,407 ―

(4) 投資有価証券    

    その他有価証券 91 91 ―

資産計 11,845 11,845 ―

(1) 支払手形及び買掛金 7,178 7,178 ―

(2) 短期借入金 1,632 1,632 ―

(3) 長期借入金  （※） 2,992 2,971 △21

(4) リース債務  （※） 877 846 △30

負債計 12,680 12,629 △51
 

（※）流動負債、固定負債の合計額であります。

　

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金及び(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照くださ

い。

 
負債

(1)支払手形及び買掛金及び(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)長期借入金及び(4)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。「信託型社員持株インセンティブ・プラン

（E-Ship）」の導入に伴う信託口における金融機関からの借入金は、短期間で市場金利を反映するた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 
     ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円）

区分
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

非上場株式 1,304 1,261
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。
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     ３ 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2019年３月31日)

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 4,943 ― ― ―

受取手形及び売掛金 6,861 ― ― ―

電子記録債権 599 ― ― ―

合計 12,404 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(2020年３月31日)

(単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 4,332 ― ― ―

受取手形及び売掛金 6,013 ― ― ―

電子記録債権 1,407 ― ― ―

合計 11,753 ― ― ―
 

 

     ４ 短期借入金、社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2019年３月31日)

(単位：百万円）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,876 ― ― ― ― ―

長期借入金 821 1,221 1,012 737 647 970

リース債務 359 281 202 188 3 0

合計 3,058 1,502 1,215 925 650 971
 

 

当連結会計年度(2020年３月31日)

(単位：百万円）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,632 ― ― ― ― ―

長期借入金 774 666 516 445 317 271

リース債務 370 284 213 7 1 ―

合計 2,777 951 729 452 319 271
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(有価証券関係)

 １　その他有価証券

前連結会計年度(2019年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価
 

（百万円）

差額
 

（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 166 85 81

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 166 85 81

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 12 18 △6

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 12 18 △6

合計 178 103 75
 

(注)１ 非上場株式(連結貸借対照表計上額1,304百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表には含めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

当連結会計年度(2020年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価
 

（百万円）

差額
 

（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 80 32 47

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 80 32 47

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 11 12 △1

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 11 12 △1

合計 91 45 46
 

(注)１ 非上場株式(連結貸借対照表計上額1,261百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表には含めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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 ２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 348 216 0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 348 216 0
 

 
当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 125 45 0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 125 45 0
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出

型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

一部の在外連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、一部の国内連結子会社は、中

小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算

しております。

 
２ 確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）

(1)　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,562 1,680

　勤務費用 144 237

　利息費用 7 9

　数理計算上の差異の発生額 △17 47

　退職給付の支払額 △14 △167

　その他 △3 22

退職給付債務の期末残高 1,680 1,830
 

 

(2)　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

年金資産の期首残高 313 331

　期待運用収益 8 8

　数理計算上の差異の発生額 △11 △14

　事業主からの拠出額 22 26

　退職給付の支払額 △1 △36

年金資産の期末残高 331 315
 

 

(3)　退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

(単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 312 287

年金資産 △331 △315

 △19 △27

非積立型制度の退職給付債務 1,367 1,542

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,348 1,514

   

退職給付に係る負債 1,367 1,542

退職給付に係る資産 △19 △27

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,348 1,514
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(4)　退職給付費用及びその内訳項目の金額

(単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

勤務費用 144 237

利息費用 7 9

期待運用収益 △8 △8

数理計算上の差異の費用処理額 ― △23

確定給付制度に係る退職給付費用 144 215
 

(注) 上記の他、連結損益計算書の「事業整理損」には割増退職金が含まれております。

 
(5)　退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

(単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

数理計算上の差異 5 △85

合計 5 △85
 

 

(6)　退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

(単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

未認識数理計算上の差異 5 △80

合計 5 △80
 

 

(7)　年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

一般勘定 100％ 100％

合計 100％ 100％
 

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(8)　数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

割引率 0.3％ 0.3％

長期期待運用収益率 2.6％ 2.6％

予想昇給率 2.0％ 2.0％
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３　簡便法を適用した確定給付制度

(1)　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 13 15

　退職給付費用 2 2

　退職給付の支払額 ― △0

退職給付に係る負債の期末残高 15 17
 

 

(2)　退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

(単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 15 17

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 15 17

   

退職給付に係る負債 15 17

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 15 17
 

 
(3)　退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度2百万円 当連結会計年度2百万円
 

 

４ 確定拠出制度

当社及び一部の国内連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度13百万円、当連結会計年度13百

万円であります。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 75/108



 

(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

(繰延税金資産)   

税務上の繰越欠損金（注）２ 716百万円 781百万円

貸倒引当金 7百万円 10百万円

退職給付に係る負債 388百万円 397百万円

未払金 15百万円 4百万円

減損損失 463百万円 512百万円

賞与引当金 69百万円 71百万円

減価償却超過額 51百万円 64百万円

投資有価証券評価損 17百万円 16百万円

その他 210百万円 190百万円

繰延税金資産小計 1,939百万円 2,049百万円

税務上の繰越欠損金に係る
評価性引当額（注）２

△713百万円 △778百万円

将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当額

△1,097百万円 △1,130百万円

評価性引当額小計（注）１ △1,810百万円 △1,909百万円

繰延税金資産合計 129百万円 140百万円
   

(繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 △23百万円 △12百万円

在外子会社の留保利益 △501百万円 △512百万円

その他 △55百万円 △37百万円

繰延税金負債合計 △579百万円 △562百万円

繰延税金負債の純額 △450百万円 △422百万円
 

（注）１ 評価性引当額が99百万円増加しております。この増加の主な内容は、連結子会社日邦メカトロニクス広島

株式会社において税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額が58百万円増加したことに伴うものでありま

す。

（注）２ 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越
欠損金（※1）

36 62 31 80 3 501 716

評価性引当額 △36 △62 △31 △80 △3 △498 △713

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 3 3
 

（※１）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越
欠損金（※１）

66 36 90 5 76 506 781

評価性引当額 △66 △34 △89 △4 △76 △506 △778

繰延税金資産 　― 1 0 1 ― ― 3
 

（※１）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

法定実効税率

税金等調整前当期純損失を計上して
いるため記載を省略しております。

30.6%
(調整)  
交際費等永久に損金に
算入されない項目

4.1%

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.8%

住民税均等割等 1.4%

評価性引当額 12.1%

外国税額等 20.2%

海外子会社の適用税率差 △14.3%

子会社の留保利益に係る税効果 1.4%

海外子会社の免税恩典 △1.7%

税額控除 △5.8%

その他 △1.3%
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

45.0%
 

 
３ 再評価に係る繰延税金負債の内訳

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

(繰延税金資産)   

再評価差額金(損) ―百万円 ―百万円

評価性引当額 ―百万円 ―百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円

(繰延税金負債)   

再評価差額金(益) △2百万円 △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円 △2百万円

繰延税金負債の純額 △2百万円 △2百万円
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(企業結合等関係)

(共通支配下の取引等)

子会社株式の追加取得

１　取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 ：FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.

事業の内容 ：プラスチック射出成形品製造
 

 
(2) 企業結合日

2019年11月25日

 
(3) 企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

 
(4) 結合後企業の名称

変更はありません。

 
(5) その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は49％であり、当該取引によりFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.

を当社の完全子会社といたしました。当該追加取得は、当社グループの経営資源を一体的に運用できる体

制を構築するとともに、意思決定の更なる迅速化を図ることを目的としております。

 
２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき共通支配

下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 
３　子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価 現金及び預金 526百万円

　取得原価  526百万円
 

 
４　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

 
(2) 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

406百万円
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(事業分離)

１　事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

FUJI ALCONIX Mexico S.A. de C.V.

 
(2) 分離した事業の内容

自動車用プレス加工部品の製造

 
(3) 事業分離を行った主な理由

当社は、高い技術力を有した金属プレスメーカーの株式会社富士プレスと自動車メーカーの投資が加速す

るメキシコにおいて、北中米市場に向けた自動車部品の生産拠点を合弁事業の形態を採って2014年４月14日

にFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.を設立し、メキシコでの生産活動を開始し今日に至っておりま

す。

FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.を設立して約５年が経過いたしましたが、漸く当社が手掛けるプ

ラスチック射出成形事業、株式会社富士プレスが担う金属プレス事業ともに立上げ期から量産期に移行する

段階に至りましたので、この度、合弁契約を解消し、独自の事業運営に切替えることを決定いたしました。

 
(4) 事業分離日

2019年７月１日

 
(5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

 
２　実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

事業譲渡益 53百万円
 

 
(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 55百万円

固定資産 1,427百万円

資産合計 1,482百万円

流動負債 22百万円

固定負債 1,029百万円

負債合計 1,051百万円
 

 
(3) 会計処理

移転した自動車用プレス加工部品の製造事業に関する投資は清算されたものとみて、移転したことにより

受け取った対価となる財産の時価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を移転損益として認識し

ております。

 
３　分離した事業が含まれている報告セグメントの名称

モビリティ

 
４　当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 354百万円

営業利益 2百万円
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

建物及び構築物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～38年と見積り、割引率は0.3％～6.1％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

 
(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当連結会計年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

期首残高 125百万円 133百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4百万円 ―百万円

時の経過による調整額 4百万円 4百万円

資産除去債務の履行による減少額 △0百万円 △14百万円

為替換算差額 △1百万円 △0百万円

期末残高 133百万円 122百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、マーケット別の事業部制を採り、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。報告セグメントは、「エレクトロニクス」、「モビリ

ティ」及び「医療・精密機器」の３つであります。

「エレクトロニクス」は、電子部品及び住宅設備の関連メーカーに対して、専門商社として、またファブレス

メーカーとして、高機能材料、加工部品、治具及び機器等の販売を、「モビリティ」は、自動車メーカー及び自動

車部品メーカーに対して、電子制御関連部品を核とした樹脂成形品及び同組立品の製造・販売を、「医療・精密機

器」は、オフィスオートメーション、デジタルイメージング、医療機器等の関連メーカーに対して、樹脂成形品の

製造・販売を展開しております。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されているセグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のための会計処理の方法と概ね同一でありま

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

 

３　報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、従来「モビリティ」「エレクトロニクス」「精密機器」「住宅設備」の４つを報告セグメント

としておりましたが、当連結会計年度より「エレクトロニクス」「モビリティ」及び「医療・精密機器」 の３つの

報告セグメントに変更いたしました。

従来「住宅設備」及び「その他」に集計しておりましたRFID事業は、家庭用燃料電池関連の高機能部材やRFID関

連製品の製造プロセス部材など、エレクトロニクス事業で取り扱う類似製品の展開が進んできており、エレクトロ

ニクス分野一体での管理・強化を図る観点から、報告セグメントを「エレクトロニクス」に集約することが望まし

いと考え変更いたしました。

あわせて、従来「その他」に集計しておりました日邦メカトロニクス株式会社の事業内容が、モビリティ事業へ

シフトしてきていることから、報告セグメントを「モビリティ」に変更いたしました。

なお、全社費用を各報告セグメントに配賦しておりましたが、グループ経営全体に係る費用としての特色が強く

なってきたことから、各報告セグメントの業績をより適正に反映させるために、「全社費用」として注記表示する

方法に変更しております。

また、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載しておりま

す。

従来「精密機器」と表示していたセグメントの名称を「医療・精密機器」に変更しております。セグメント名称

変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 81/108



 

４ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

連結

財務諸表

計上額

（注３）
 

エレクトロ

ニクス
モビリティ

医療・

精密機器
計

売上高         

外部顧客への売上高 18,720 17,355 7,710 43,786 692 44,479 － 44,479

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 24 36 61 227 289 △289 －

計 18,720 17,380 7,747 43,848 920 44,768 △289 44,479

セグメント利益 936 129 369 1,436 147 1,583 △937 646

セグメント資産 5,328 15,484 6,844 27,658 1,071 28,729 558 29,288

その他の項目         

減価償却費 39 1,259 365 1,665 28 1,693 11 1,704

減損損失 － 1,571 － 1,571 － 1,571 － 1,571

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
4 2,925 426 3,356 25 3,381 45 3,427

 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、研磨用キャリア事業等を含んでお

ります。

 ２ 調整額は、以下のとおりであります。

(１)セグメント利益の調整額△937百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△836百万円等が

含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２)セグメント資産の調整額558百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資

産は主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(３)減価償却費の調整額11百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費でありま

す。

(４)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額45百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産の増加額であります。

 ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

連結

財務諸表

計上額

（注３）
 

エレクトロ

ニクス
モビリティ

医療・

精密機器
計

売上高         

外部顧客への売上高 17,611 18,282 6,895 42,789 704 43,494 － 43,494

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 20 0 21 198 219 △219 －

計 17,611 18,303 6,896 42,810 903 43,714 △219 43,494

セグメント利益 994 931 156 2,082 114 2,197 △922 1,274

セグメント資産 5,767 13,598 6,792 26,158 754 26,913 606 27,519

その他の項目         

減価償却費 46 899 397 1,342 31 1,374 15 1,389

減損損失 － 414 － 414 － 414 － 414

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
50 1,810 293 2,154 33 2,188 14 2,203

 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、研磨用キャリア事業等を含んでお

ります。

 ２ 調整額は、以下のとおりであります。

(１)セグメント利益の調整額△922百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△876百万円等が

含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２)セグメント資産の調整額606百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資

産は主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(３)減価償却費の調整額15百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費でありま

す。

(４)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額14百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産の増加額であります。

 ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 タイ 東南アジア その他 合計

25,589 8,189 9,170 1,528 44,479
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

なお、東南アジアの区分に属する主な国はタイを除く東南アジア諸国です。

 
(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 タイ ベトナム 東南アジア メキシコ 合計

1,603 3,858 1,096 1,210 3,243 11,011
 

(注) 東南アジアの区分に属する主な国はタイ、ベトナムを除く東南アジア諸国です。

 

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

 
当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 タイ 東南アジア その他 合計

25,478 7,965 8,817 1,232 43,494
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

なお、東南アジアの区分に属する主な国はタイを除く東南アジア諸国です。

 
(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 タイ ベトナム 東南アジア メキシコ 合計

2,063 4,039 1,020 1,360 1,752 10,236
 

(注) 東南アジアの区分に属する主な国はタイ、ベトナムを除く東南アジア諸国です。

 

３　主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 5,563 モビリティ
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
至　2020年３月31日)

１株当たり純資産額 1,042円02銭 1,077円26銭

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

△114円77銭 61円02銭
 

(注) １ 前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
至　2020年３月31日)

１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益又は
　親会社株主に帰属する当期純損失(△)

△1,029百万円 550百万円

　普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益又は
　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失(△)

△1,029百万円 550百万円

　普通株式の期中平均株式数 8,969,348株 9,028,138株
 

 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
(2019年３月31日)

当連結会計年度末
(2020年３月31日)

純資産の部の合計額 9,602百万円 9,813百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 228百万円 1百万円

(うち非支配株主持分) (228百万円) (1百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 9,374百万円 9,811百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 8,996,425株 9,108,225株
 

 

４ E-Ship信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式に含めております（前連結会計年度111,900株、当連結会計年度0株）。

　　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

ます（前連結会計年度139,008株、当連結会計年度80,123株）。
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(重要な後発事象)

(メキシコ製造事業の撤退)

当社は、2020年６月16日開催の取締役会において、当社連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de

C.V.（以下「FNA社」という）の事業のうち、製造事業から撤退することを決議いたしました。

 
１　FNA社の概要

(1) 名称 FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.

(2) 所在地 メキシコ合衆国サンルイスポトシ州

(3) 代表者の役職・氏名 President　西野弥寸志

(4) 事業内容 精密プラスチック射出成形品製造

(5) 資本金 281百万メキシコペソ（日本円換算　1,935百万円）

(6) 設立年月日 2014年４月14日

(7) 出資比率 日邦産業株式会社　100％

(8) 直近の事業成績

　　（2020年３月期）

売上高　　837百万円

純資産　△364百万円
 

 
２　製造事業の撤退理由

当社は、自動車関連部品の北米市場への供給拠点として、2014年４月にFNA社を設立し、経営資源の投下を継続

してまいりました。しかしながら、設立から現在に至るまで赤字が継続しており、今後も事業収支を良化するた

めに必要となる外部環境の変化が見込めないことから、「中期経営計画2019」で掲げた「事業のリバランス」の

方針に基づき、メキシコ製造事業から撤退することを決議いたしました。

なお、FNA社の製造事業は、当社及び当社グループに移管し、FNA社は、営業・販売拠点として事業を継続いた

します。

 
３　メキシコ製造事業の終了日

2020年10月末日（予定）

 
４　製造事業の撤退に伴う損失

77百万円

 
５　今後の見通し

本件に伴い発生する損失は、発表日現在において入手可能な情報に基づき、合理的に見積ることができる損失

額であり、今後の対象事業の終了までの状況に応じて変動する可能性があります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,876 1,632 2.55 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 821 774 1.87 ―

１年以内に返済予定のリース債務 359 370 6.28 ─

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 4,588 2,217 2.50 2021年～2027年

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く) 677 507 5.00 2021年～2024年

その他有利子負債     

１年以内に返済予定の割賦未払金 30 274 ― ―

割賦未払金(１年以内に返済予定のものを除く) 106 847 ― 2021年～2025年

合計 8,459 6,624 ― ―
 

(注) １ 「平均利率」は借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金、リース債務及びその他有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内に

おける返済予定額は以下のとおりであります。

３　その他有利子負債につきましては、割賦未払金総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対

照表に計上しているため、平均利率の記載を省略しております。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 666 516 445 317

リース債務 284 213 7 1

その他有利子負債 273 271 243 59
 

 
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 10,804 21,613 32,651 43,494

税金等調整前四半期(当期)純利益 (百万円) 297 621 941 811

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益

(百万円) 260 504 796 550

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 28.93 55.94 88.27 61.02

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

(円) 28.93 27.01 32.32 △27.07
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※１  439 ※１  982

  受取手形 1,207 421

  電子記録債権 537 1,362

  売掛金 ※２  3,177 ※２  3,274

  商品及び製品 687 871

  仕掛品 59 18

  原材料及び貯蔵品 162 107

  前払費用 14 26

  未収入金 ※２  1,130 ※２  141

  関係会社短期貸付金 798 1,433

  その他 ※２  24 ※２  17

  流動資産合計 8,239 8,656

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 723 706

   構築物 13 11

   機械及び装置 0 228

   工具、器具及び備品 85 121

   土地 ※１  561 ※１  561

   建設仮勘定 － 240

   有形固定資産合計 1,384 1,869

  無形固定資産   

   ソフトウエア 28 39

   無形固定資産合計 28 39

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  103 ※１  95

   関係会社株式 4,910 4,736

   出資金 0 0

   従業員に対する長期貸付金 18 14

   関係会社長期貸付金 3,097 2,452

   前払年金費用 19 27

   その他 1,070 1,083

   貸倒引当金 △456 △985

   投資その他の資産合計 8,763 7,424

  固定資産合計 10,175 9,333

 資産合計 18,414 17,989
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※１，※２  5,590 ※１，※２  5,577

  短期借入金 ※１，※４  1,858 ※１，※４  1,632

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  821 ※１  774

  リース債務 202 188

  未払金 ※２  271 ※２  552

  未払費用 149 ※２  148

  未払法人税等 2 8

  賞与引当金 175 178

  その他 ※２  127 ※２  119

  流動負債合計 9,199 9,181

 固定負債   

  長期借入金 ※１  3,264 ※１  2,217

  リース債務 509 313

  繰延税金負債 18 14

  再評価に係る繰延税金負債 2 2

  退職給付引当金 1,057 982

  環境対策引当金 11 －

  資産除去債務 51 36

  債務保証損失引当金 16 2

  その他 120 678

  固定負債合計 5,052 4,248

 負債合計 14,252 13,429

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,137 3,137

  資本剰余金   

   資本準備金 1,363 1,019

   資本剰余金合計 1,363 1,019

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △344 376

    その他利益剰余金合計 △344 376

   利益剰余金合計 △344 376

  自己株式 △39 △12

  株主資本合計 4,116 4,521

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 39 33

  土地再評価差額金 5 5

  評価・換算差額等合計 45 39

 純資産合計 4,162 4,560

負債純資産合計 18,414 17,989
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当事業年度
(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

売上高 ※１  25,738 ※１  25,887

売上原価 ※１  23,368 ※１  22,732

売上総利益 2,369 3,154

販売費及び一般管理費 ※１，※２  2,493 ※１，※２  2,472

営業利益又は営業損失（△） △124 682

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  1,214 ※１  1,314

 為替差益 1 －

 債務保証損失引当金戻入額 15 13

 その他 ※１  22 ※１  21

 営業外収益合計 1,254 1,350

営業外費用   

 支払利息 143 172

 支払手数料 15 6

 電子記録債権売却損 12 12

 貸倒引当金繰入額 178 529

 為替差損 － 21

 その他 ※１  24 ※１  13

 営業外費用合計 374 756

経常利益 756 1,276

特別利益   

 固定資産売却益 ※１  0 ※１  2

 投資有価証券売却益 216 0

 その他 － 3

 特別利益合計 217 5

特別損失   

 固定資産処分損 0 0

 投資有価証券売却損 0 0

 投資有価証券評価損 4 －

 関係会社株式評価損 279 699

 減損損失 1,359 －

 事業整理損 － ※３  31

 特別損失合計 1,643 731

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △670 550

法人税、住民税及び事業税 148 176

法人税等調整額 0 △2

法人税等合計 148 173

当期純利益又は当期純損失（△） △818 376
 

EDINET提出書類

日邦産業株式会社(E02752)

有価証券報告書

 92/108



③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

当期首残高 3,137 1,363 1,363 510 510

当期変動額      

剰余金の配当    △36 △36

当期純損失（△）    △818 △818

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － － △855 △855

当期末残高 3,137 1,363 1,363 △344 △344
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △53 4,958 282 5 288 5,247

当期変動額       

剰余金の配当  △36    △36

当期純損失（△）  △818    △818

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 13 13    13

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △242  △242 △242

当期変動額合計 13 △841 △242 － △242 △1,084

当期末残高 △39 4,116 39 5 45 4,162
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 当事業年度(自 2019年４月１日　至 2020年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

当期首残高 3,137 1,363 － 1,363 △344 △344

当期変動額       

資本準備金の取崩  △344 344 －   

欠損填補   △344 △344 344 344

当期純利益     376 376

自己株式の取得       

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － △344 － △344 721 721

当期末残高 3,137 1,019 － 1,019 376 376
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △39 4,116 39 5 45 4,162

当期変動額       

資本準備金の取崩  －    －

欠損填補  －    －

当期純利益  376    376

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 27 27    27

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △6  △6 △6

当期変動額合計 27 404 △6 － △6 398

当期末残高 △12 4,521 33 5 39 4,560
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関係会社株式 移動平均法による原価法

 

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
 

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製品・仕掛品 総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料 移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
 

 

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用しております。

 
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

 
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

 

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

 
(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付引当金の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

 
(4) 債務保証損失引当金

関係会社の債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。

 

５　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なって

おります。

 
６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式により処理しております。

 

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

連結財務諸表「注記事項(追加情報)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

土地 3百万円 3百万円

投資有価証券 20百万円 16百万円

計 23百万円 19百万円
 

 

担保付債務

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

買掛金(極度額) 310百万円 310百万円

短期借入金 884百万円 761百万円

長期借入金 1,532百万円 1,055百万円

(うち長期借入金) (1,236百万円) (779百万円)

(うち１年内返済予定の長期借入金) (295百万円) (276百万円)
 

 

上記の他、定期預金６百万円を営業取引保証のため担保に供しています。

 
※２ 関係会社に対する金銭債権債務(区分表示したものを除く)

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

短期金銭債権 1,591百万円 517百万円

短期金銭債務 157百万円 135百万円
 

 

３ 保証債務

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

日邦メカトロニクス株式会社のリース債務 33百万円 23百万円

日邦メタルテック株式会社のリース債務 54百万円 49百万円

日邦メカトロニクス広島株式会社のリース債務 3百万円 0百万円

NK MECHATRONICS CO.,LTD.のリース債務
58百万円

(外貨16,777千タイバーツ)
15百万円

(外貨4,690千タイバーツ)

NIPPO MECHATRONICS(M)SDN.BHD.の割賦債務
61百万円

(外貨2,262千リンギット)
74百万円

(外貨3,005千リンギット)

PT.NIPPO MECHATRONICS INDONESIAの仕入債務
8百万円

(外貨40千米ドル
及び3百万円)

―百万円

FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.の割賦債務
86百万円

(外貨778千米ドル)
150百万円

(外貨1,386千米ドル)

計 303百万円 314百万円
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※４　当社は、機動的かつ安定的な資金調達枠を確保するため取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。この契約に基づく事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,250百万円 2,250百万円

借入実行残高 1,591百万円 1,371百万円

差引額 658百万円 878百万円
 

 

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高(区分表示したものを除く)

 
前事業年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当事業年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

売上高 1,633百万円 1,791百万円

売上原価 1,300百万円 1,419百万円

販売費及び一般管理費 17百万円 34百万円

営業取引以外の取引高 1,204百万円 1,316百万円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

当事業年度
(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

役員報酬及び給料手当 943百万円 977百万円

貸倒引当金繰入額 △0百万円 ―百万円

賞与引当金繰入額 112百万円 234百万円

退職給付費用 86百万円 54百万円

減価償却費 22百万円 22百万円

     

おおよその割合     

販売費 18.4% 18.9%

一般管理費 81.6% 81.1%
 

 

※３　事業整理損

当事業年度(自 2019年４月１日　至 2020年３月31日)

当社埼玉事業所の閉鎖を決議したことに伴い、今後発生が見込まれる費用・損失の合理的な見積額等であり、

主に退職者の割増退職金であります。

 
(有価証券関係)

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

子会社株式 4,910百万円 4,736百万円
 

(注) 上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものであります。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

(繰延税金資産)   

退職給付引当金 323百万円 300百万円
未払金 14百万円 4百万円

貸倒引当金 139百万円 301百万円

賞与引当金 53百万円 54百万円

債務保証損失引当金 4百万円 0百万円

投資有価証券評価損 925百万円 1,139百万円

減損損失 441百万円 324百万円

その他 156百万円 152百万円

繰延税金資産小計 2,059百万円 2,277百万円
評価性引当額 △2,059百万円 △2,277百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円
   
(繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 △13百万円 △12百万円

その他 △4百万円 △2百万円

繰延税金負債合計 △18百万円 △14百万円

繰延税金負債の純額 △18百万円 △14百万円
 

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

法定実効税率

税引前当期純損失を計上している
ため記載を省略しております。

 
法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間の差異
が法定実効税率の100分の５以下
であるため注記を省略しておりま
す。

(調整)
交際費等永久に損金に
算入されない項目
受取配当金等永久に益金に
算入されない項目
住民税均等割等

評価性引当額

外国税額等

その他
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

 

 
３ 再評価に係る繰延税金負債の内訳

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

(繰延税金資産)   
再評価差額金(損) ―百万円 ―百万円

評価性引当額 ―百万円 ―百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円
(繰延税金負債)   

再評価差額金(益) △2百万円 △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円 △2百万円

繰延税金負債の純額 △2百万円 △2百万円
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)　

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産
建物 723 23 3 36 706 664

構築物 13 ― ― 2 11 136

機械及び装置 0 254 ― 27 228 28

工具、器具及び備品 85 146 1 109 121 250

土地
561
[8]

― ― ―
561
[8]

―

建設仮勘定 ― 374 134 ― 240 ―

計 1,384 799 138 176 1,869 1,079

無形固定資産
ソフトウエア 28 20 ― 9 39 ―

計 28 20 ― 9 39 ―
 

（注）１ 機械及び装置の当期増加額は、プラスチック射出成形機・附帯設備等254百万円であります。

２ 建設仮勘定の当期増加額は、プラスチック射出成形機・附帯設備等の取得に伴う増加額であり、当期減少額

は、機械及び装置への振替に伴う減少額であります。

３ 土地の当期首残高及び当期末残高の [内書] は、土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34

号）により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 
【引当金明細表】

(単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 456 537 8 985

賞与引当金 175 178 175 178

環境対策引当金 11 ― 11 ―

債務保証損失引当金 16 ― 13 2
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事
由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。
なお、電子公告は当会社のウェブサイトに掲載してあり、そのアドレスは次のとおり
であります。　　　
　https://www.nip.co.jp/ir/

株主に対する特典 ありません
 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)

 

有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第68期)

自　2018年４月１日

至　2019年３月31日
 2019年６月24日

東海財務局長に提出。

      
(2)

 

確認書 事業年度

(第68期)

自　2018年４月１日

至　2019年３月31日
 2019年６月24日

東海財務局長に提出。

      
(3)

 

内部統制報告書 事業年度

(第68期)

自　2018年４月１日

至　2019年３月31日
 2019年６月24日

東海財務局長に提出。

      
(4)

 

四半期報告書 (第69期第１四半期) 自　2019年４月１日

至　2019年６月30日
 2019年８月８日

東海財務局長に提出。

      
(5)

 

確認書 (第69期第１四半期) 自　2019年４月１日

至　2019年６月30日
 2019年８月８日

東海財務局長に提出。

      
(6)

 

四半期報告書 (第69期第２四半期) 自　2019年７月１日

至　2019年９月30日
 2019年11月11日

東海財務局長に提出。

      
(7)

 

確認書 (第69期第２四半期) 自　2019年７月１日

至　2019年９月30日
 2019年11月11日

東海財務局長に提出。

      
(8)

 

四半期報告書 (第69期第３四半期) 自　2019年10月１日

至　2019年12月31日
 2020年２月14日

東海財務局長に提出。

      
(9)

 

確認書 (第69期第３四半期) 自　2019年10月１日

至　2019年12月31日
 2020年２月14日

東海財務局長に提出。

     
(10) 有価証券報告書の

訂正報告書及び確認書
2018年６月25日に提出した有価証券報告書の訂正報告書  2019年６月24日

東海財務局長に提出

     
  2019年６月24日に提出した有価証券報告書の訂正報告書  2019年８月19日

近畿財務局長に提出

     
(11) 確認書の訂正確認書 事業年度

(第67期)

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

 2019年８月19日

近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

2020年６月22日

日 邦 産 業 株 式 会 社

　 取 締 役 会 　御 中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　　田　　国　　良 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稲　　垣　　吉　　登 ㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日邦産業株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

邦産業株式会社及び連結子会社の2020年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
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の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日邦産業株式会社の2020年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、日邦産業株式会社が2020年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び
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適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

 

(※)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2020年６月22日

日 邦 産 業 株 式 会 社

　 取 締 役 会 　御 中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

名古屋事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　　田　　国　　良 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稲　　垣　　吉　　登 ㊞

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日邦産業株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日邦産

業株式会社の2020年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上
　

 

(※)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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